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21世 紀 初 頭 にお け る医療 捷 供 体 制 につ い て

国 民 医療 准 合 政 策金 紗 中 間 報 告

平成8年11月13日

J はじめに

○ 医療制度及び医療保険制度を含む我が国の社会保障制度については､現在､

大きな艦機を迎えており､経済との調和を図りつつ活力ある安定した社会を

維持するために､その役割 ･機能等を再点検する構造改革を進めることが求

められているE.

0 本政策会誌は､こうした再点検の一環として､今後の医療提供体制のある

べき姿を医療制度及び医療保険制度の両面から総合的に検討するために厚生

事務次官の私的懇談会として去る-/月29日に設置されて以来､7回にわた

る癖議 を重ねてきたu

O 密議の過程において委Bからは幅広い角度から多方面にわたる様々な意見

が出されたが､ここでは医療制度及び医療保険制度を通じた基本的な方向を

示すことに酪めた｡

○ また､医療提供休部,ljにかかわる問題は､今後の高齢化の進展の状況､社会

情勢の変化の状況等にJ:ってはさらに大きな影･WJを受L)るものであり､ここ

では国民的な嘉轟論のためのいわば素材を提供するという趣旨から､あく-fで

中間的なものとしてまとめたものである｡

Il 検討の基本的視点

○ 我が国の医療制度及び医療保険制度は､昭和36年の国民皆保険の実現以

来､国民催活の成長とともに質罪両面からその充実向上が図られてきた｡

○ しかし､今後の撞活状況の見通し､高齢化の急速な進展等を考慮すれば､

21世紀に向けて制度を取り巻く社会経済環境は一層厳しいものになること

が予想される0回民営保険体制を維持しつつ､質の高い医療を提供する体制

の確立と安定した財源の確保という課粗に真剣に取り組むことが･必要である｡

○ 今後の改革に際しては次の点に留意し､制度全般にわたる基本的な見直し

がなされるべきであるD

･ 自由開渠制 (医療機関側の自由)､医療機関へのフリーアクセス (患者

側の自由)､診療報酬上の出来高払い､■現物給付といったこれまで我が国

の医療制度及び医療保険制度の基本原則とされてきた事項についてもその

あり方について頻討すべきである｡

･ 国民生活の基盤を支える医掛 こついては､医療技術水準の向上､医師等

医療従事者の資質の向上を含めた医府全体の賓の向上を図ることが重要で

ある｡

一方､医療の国碍経済及び国民免掛 こ与える形毛蟹の大きさを考えると､

将来にわたって医療の鱈の向上や医療技術の進歩を国民生活の向上につな

げていくためには､医掛 こ関する情報公開等ともあいまって今まで以上に

徹底した効率化を周っていく必要がある｡

･ 医療及び医療保険制度において患者の立場を出祝し/､患者と医療機関と

の信頼関係を細琴しつつ､医療に関する憎軸提供q)推進を周るとともに､

患者負担の問題も含めて医療の受け手としての主体的 ,自社的な受椿のあ

り方､患者啓発の方法について検討すべきである｡

･ 医療保険制度の下では医療字引ま､保険料､公田.負担及び患者負担により

賄われるが､そのバランスをどのように図っていくのか､保険給付の範囲

をどのように考えるか､医療保険制度において高齢者をどのように位笹付

けるかなどの点についても検討すべきである｡

○ 政策会議としては､以上の考えにより我が国の高齢化のピークを見地えつ

つ､中長頁卵匂観点に立って､医療制度及び医療保険制度の両面から総合的に

21世紀初頭の医療提供体制のあるべき姿を提言する｡



m 改革の基本的方向

1 医療機関の体系化

○ 世論調査によれば我が国の医掛 こおいて医療機関へのフリーアクセスは非

常に高い評価を受けているが､その一方で患者の大病院への集中やはしご受

診といった弊害も指摘されている｡

○ 医掛 よ患者の身近な地域で提供されることが望ましいという観点から､か

かりつり医､かかりつけ歯科医を地域における第一線の医療機関として位置

付け､他の医療機関との適切な役割分担と連挨を図る必要があるnまた､二

次医療圏単位で地域医痛の充裏を支援する病院 (地域医療玄揺病院)の整備

を進め､高度な匿掛 こついてもできるだけ身近な地域での提供を可能にすべ

きである.,

○ 慣性患者に対応した長期癖車型施設 (療務型病床群)の整備を促進し､特

定機能病院､専門病院等も含め全休としてそれぞれの病保の機能を明確化す

るとともに､かかりつけ医と他の医療胤調との関係など医療機関相互の機能

分担と避桃を強化することにより豊原的な医療提供体制の確立を図るべきで

ある.,

また､医療機関の機能を明確化するため､診療朝酬においても医棟機関の

機能に応じた評価を椴討すべきであるD

O このような医療提供体制を確立 していくためには､まず第-にかかりつけ

医の機能が広くBl民に受け入れられ､地域に元治していくことが重要である｡

かかりつけ医の機能は､基本的には診療所の医師によって姐われるべきで

あるが､かかりつけ医機能の定藷のためには､診療所医師の自己努力･研雛

はもとより､国民的な医療改革への取組みが必要である｡

○ 医療へのフリーアクセスの抑制については､今後のそれぞれの医療機関の

機能の定活状況､患者の流れの実態等を踏まえ､病院の外来診療のあり方を

含めて､医療制度及び医療保険制度上の対応を検討すべきである｡

2 医療の充実

(1)かかりつけ医磯能の向上

○ 医療機関の機能の明確化とその体系化が国民に広く受け入れられ､実際の

患者の流れが例えばかかりつけ医から地域医療支援病院等､さらに必要に応

じて特定機能病院という好きになるためには､医療機関の機能の明確化と合わ

せて､前述のとおり地域の第一線でその役割を担うかかりつけ医の機能の活

性化､地域住民のかかりつけ医への信頼の碓保が不可欠である｡

○ 医学 ･医療妓術等の進歩に対応して､かかりつけ医が継続的に地域医療の

発展に寄与できるよう､生涯研修を充実することが必要である｡

○ かかりつけ医が審門医としての観点からも地域住民の信頼を得ることがで

きるようし現在様々な学会で行われている認定医の制度について､認定基準

の統一 ･明確化等により.国民に受け入れられる制度として確立されること

が必翠である｡

○ 今後の少子 ･高齢社会にぬいて､在宅の高齢者あるいは子育て家庭等に対

する支援者としてかかりつり医の果たす役割は､ますます重要になってくる

ものと考えられる0-

0 高齢者については､慣性朔医療の充実が重要であり､掛 こ在宅医療につい

ては､地域医療支援病院等との遊技を図りつつ､かかりつtLJ医が守男極的な役

割を果たしていくべきである｡その際､かかりつL-)医は､自ら中心となり患

者の立場に立って福祉サービスや関連諸サーt=ス提供者とも迎蛾して､患者

の生活面における支援も枇極的に行っていくことが必要である｡

○ かかりつけ医は､健鹿診Wr､健康相談といった患者 ･家族の健康管理､疾

病予防の面についても.第一義的な役割を果たすべきである｡

○ こうしたかかりつけ医の機能を支援するため､専門医療機関等からの最新

の削 酎背軸や患者サービスのための保健福祉関連情報等を幅広く即時･正鴨

にかが Jつけ医に伝達できるかかりつけ医機能支揺システムの開発が必要で

ある｡
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○ かかりつり医の診断機能の高度化を図るため､適正な配置に配慮しつつ､

高額医療機器の共同利用を推進すべきである.

0 かかりつけ医が患者の多磯な医療需要に応えることを可能にするため､複

数の診療所が連携してそれぞれ得意の分野 ･機能を活かした相談 ･治療等を

行うグルーブ診療を推進すべきである｡

(2)急性期医療の充実

○ 新しい医学､医療技術と快適な療賛環境に支えられた適切な入院医療の提

供､社会復帰をJ:り完全なものにする急性期リハビリテーションの充実を図

る等急性棚医療の充実が高齢者のみならず全ての国民に望ま′れていることで

あるo

O 急性糊医療の質の向上を図るため､患者の満足度の向上､治療成放 く治癒

率､合併症 ･二次感穀の予防等)の向上､診楯計画に基づく効率的 ･効果的

な検査 ･治療の実施､治療期間 (入院日数)の短縮､退院時期の明確化等を

目指して医療技術評価の手法を開発し､その普及を周ることが必要である｡

○ また､医桁機関における戎官給球場についても､これまで悟性疾底患者が入

院する長英Fl棟兼病床について多くの始苗が採られてきたが､急性期医療の充

実を推進する際には､医療従妨者の集中的な配置を図るとともに個室化の推

進等医原機関の療転碍蟻を改替することが必要である｡

○ さらに入院期間の短縮を図るためには､退院時朋の明柵化を含む診府計画

の作成等にJ:り入院直後から家庭や社会への復帰に向けた準備に取り組む必

要があり､また､rA癖従事者間で患者にとって巌も望ましい効率的な検査や

治療の実施e=ついて十分な進柏が図られることが肝要である｡

○ なお､入院期間の短縮に対応する診療部酬上の評価が必要である｡

(3)未納医療のあり方

○ 末期医療については､従来から緩和ケア病棟の整備といった施策もとられ

ているが､一方で患者 ･家族の望まない延命医療は行わないという考え方や

_ 5 -

その高額な医療鮒こついて国民の関心が高Ifっている｡これは生命倫理の問

題でもあり､広範な議論を行い国民的合意の形成を図ることが必要である｡

こうした言責論を進めていくためにも患者 ･家族を含む国民や実際に末期医

療に携わっている医師を含む医療従事者との末期医軌 こ対する意識を把握す

る必要があるO

3 医療提供体制の効率化

(1)病床数の適正化

○ 我力咽 の一般病床は､医療法に基づく医療計画上のJRt要病床数である約

120万床を5万床上回っており､掛 こ過剰地区だけでみれば9万床の過刺

となっているa

O 介芸礎保険制度の実施L_=向けて､訪問診療 ･訪問着許の推進等による在宅医

桁の充実､施設及び在宅の介誰サービス益盤の計画的整僻､適切な介詫サー

L=スへの誘秘等いわゆる社会的入院を耶消するための総合的対策を実施する

必要があり､また､諸外国と比較して長いと言われている入院相聞を短縮す

ることも必要である｡これに併せて必要病床数を見直す必要があるu

O 急性期医療の充実､介諾保険の泣入を踏まえ､単に一般病床というくくり

ではなく､全体の必要病床数の枠のrPで急性jlJJ病床と慢性期病床に区分する

ことを検討すべきであるo

O 一方､過剰病床地域に瀬いては､病院の新規開設又は増床の場合に医療法

上勧告が行われ､保険指定しないこととされてい＼るが､既存の過剰病床その

ものについては､何ら対応がなされていない｡

○ 今後医析制度あるいは医療保険制度上既存の過剰病床を削減する方策とし

て･過剰病床に対する医療法上の許可のあり方及び保険医療機関の指定の取

扱いについて禎討する必要がある｡

く 後 略 >
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21世紀の医療保険制度 (厚生省案)

-医療保険及び医療提供体制の抜本的改革の方向-

(平成9年8月7日)

我が国は♪国民すべてが医療保険制度に加入し､誰もが安心し

て医療を受けることができる､世界でも有数の医療制度を確立し

てきた｡

しかし､急速な人口の高輪化､医療の高度化等により医療費は
l
千増大を続ける一九 経済基調の変化に伴い､医療卦の伸びと経済

成長との間の不均衡が拡大し､このままでは国民皆保険制度その

ものが崩壊の途を辿ることにもなりかねない｡

21世紀の本格的な少子高齢社会においても､すべての国民が

安心して良質な医療サービスを受けることができるような医療制

度を､我々の子 どもや孫たちに引き継いでいくために､国民皆保

険制度を堅持 し､新しい時代を見据えながら､医療保険及び医療

提供体制について抜本的な改革を実現させるC

○先の国会では､引き続き制度の抜本的改革を行 うことを前提と
して､健康保険櫨等の一部改正法案を提出し､その成立を見たと

ころであるが､睦案審磯の過程においても､早急に抜本的改革に

着手すべきであるとの強い要諦がなされたO

とりわけ､国民の負担増との関連で､医療費の適正化､医療費

の伸びと経済成長との不均衡の是正､適正かつ効率的な医療挽供

体制の確立が主賓な離層として柑捕された｡

○ 厚生省として臥 抜本的改革に向けて本年4月に与兜3党がま

とめた ｢医療制度改革の基本方針｣及び6月に閑瓶改定された

r財政桃造改革の雁遇について｣の基本的考え方に避づいて､医

G,'f:保険及び医療瀧供附別の抜本的改革案 (厚生省兼)を取りまと

めたところであるO

この廉を ｢与党匪線維険制度改革協満会｣に提示するとと7いこ

広く国民の亨放論に供するものであるD

○ これらの結果を踏まえ､今後厚生省としては.次期通常国会に

向けて､抜本改革牲衆の取りまとめに努めることとする｡



Ⅲ.医療提供体制

1.基本的な考え方

○ 今後､少子高齢化の進展､高い成長が望めない経済などの環境壁

化の下で､質の高い医療の確保と医療保険制度の安定的運営との調

和を図っていくためには､自由開業制や医療機関へのフリーアクセ

-予 (患者による医療機関の自由な選択)の基本は維持しつつ､医疾

機関の機能分担の明肘 ヒ､過剰病床の削減や医師数の抑制等を通じ

て､医療布質に見合った適正かつ効率的な医療提供体制の確立が求

められる｡

○ また､邪'の商い匪癖を確保するために､必着の立場を重視し､患

者と医療従事者との侶輝関係を維持しながら､医療に関する情報提

供の推進を囲っていくことが盟粟である0

2.医療機関の機能分担の明確化

○ 凪者による自由な医療機関の選択を始終しつつ､凪者の医療機関

への受診の流れを瀬切に構築するため､医療機関の機植分担の明地

化を図る｡

(1)大病院における外来の集中の是正

○ 大病院の外来について､それ以外の医療機関の外来の給付率

と差を設けるとともに､入院医療に重点を置いた措置を誠ずる｡

(2)かかりつけ医､かか■りつけ歯科医の普及ヾ定着

○ かかりつけ医､かかりつけ歯科医を支援するため､地域医療

支援病院を制度化し､機能の拡充を行う｡

○ かかりつけ医､かかりつけ歯科医が専門医としても地域住民
から信板を得ることができ､地域住民も医療機関の適切な選択

が可能となるよう､専門分野などについで幡報公開を推進する｡

.長期入院の是正と過剰病床の削減

○ 入院期間の短縮､社会的入院の是正等を囲るため､医療計田上の

必要病床数の在り方を見直すととも妃､既存の過剰病床に対するi歯

正化の措置を誹ずるU

(1)急性期病床と慢性期病床 (療養型病床群)の区分の明確化

○ 現行の必要病床数の罪走方式を見直し､急性期病床と慢性期
病床とに区分して､医療計画上の必要病床数を罪定する｡

○ 急性期病床については､牒準的な入院期間や地域の疾病の状

況等を勘案し､慢性期病床については､高齢者の介護に必箪な

入院 ･入所施設の盤傭丑等を考慮して静定する.D

(2)入院医療適正化対策

○ 病院の医療従事者の人員配置基準及び棉進設備基準を見直し

急性期病床及び換性期病床のそれぞれにふさわしいものとする



○ 医療機関の開設の許可の在り方を見直し､許可の対象となる

病床数を現に勤務している医庶従事者数に見合った病床数とす

る仕組みに改め､病床数の適正化を図る.

o 入院患者が計画的に､かつ､速やかに家庭や社会-復帰でき
るよう､退院時財を明確化させた診療計画の策定等の普及､定

席を図り､看破を含めた効率的な入院医療システムを確立する.

o 都道府県は､国の策定する指針を参考とし､医療費適正化の

風 乾も踏まえ､病床数の削減及び療衣環暁の向上､在宅医療の

体制盤僻等を食む病床等の適正化に関する計画を作成する｡

< 後 略 >
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2 1世齢 向 田 の入 院 医師 在 り方 に 関す る鮒 鯛 告 書

1.はじめに

○ 医療姑で杜､入院医殊について術生規制上必要な人員配取及び神道設

備が規定されているが､昭和23年医凍法制定暗に､感弛症等の急性期

医淡宇-の対応を念頭において一般病床という区分を投げて以来､入院医

療全般について基本的な見直しがないまま今 日に至っている｡

○ 病院は､水洗､入院医掛 こ1圧点を曜いた診療体制を柵yl,していかIJHナ
ればか らないが,現兵には､急性期医療や恨他州医療を必要とする鹿者

が､同一の病蚊に脆在 し入院している賂合があり､魅%/'の状態にふさわ

しい入院医療を効率的に粒供できる体制の光棚が必嬰とされてい●る.

O -方､少子拓齢化の進展など社会砿折抑蛸が大きぐ教化している中で､
2]仕掛 こおいては､より一周国民に対し艮野かつ油切な医療を効削 勺

に提供 していく体制の碓32:が求められている｡

○ このため､本検討会においでは､ このような柄院に来日ナる入院匠癖を

取 り堰 く状況を踏まえ､21虻紀に向けて,国民に対し良質かつ油切な

入院医蹄が効率的に粗鉄できる体絹IJの碓保ができるよう､柄床の区分､

病床区分に応じた人見配躍進雛及び柵辿設備遊準､また､これらの入院

医蹄の解の柵保と向上舛啓の入院医奴全般にわたる今後の入院医肺の在

り方について検討するため､平成 9年9月以凍､計10回にわたる解織

を行ってきた｡

この度､本検討会として､患者の生曙の質 (QualityOfllfQ､QO

L) を盗祝 し､かつ､患者の状態にふさわしい医萩を提供するという日

壕の実鄭 こ向けて､以下のとおり意見をとりまとめ､提言を行うことと

した｡

2.病床の区分について

(1)病床の区分の必要性について

○ 少子高齢化の進展など社会l%済環境の変化の下で医療分野に括用でき

る社会野坂は有限であるとの認蝕に立ちつつ､疾病榔達の変化等医療需

要の高度化 ･多様化に対応して､患者にふさわしい医療を提供するため､

医m･資源自体の適●正配分と効率的な括用を促す具体的方乗を睦討する必

要がある｡

○ 患者の状侍は様々であり､必要とされる医療も異なっているが､個々.

の入院愚者は､それぞれの状態にふさわしい医療が適切な疾鶴環境の下

で受けられることを望んでいる.病院としてはこのような恕肴の要望に
的確に応えていくことが期赫されている｡

1
o また､病院杜､今後入院医癖に臥床を値いた診療体制を柄鈍する̀中で､

歯者の状態にふさわしい医療を効率的に提供していけるような管理 ･選

常が必要とされている.

〇 一万､医療弊脈の効率的括用､医か別封係施設相互の機能迎班の確保呼

む目的として医瀕計画が旦符籍されているが､計漸をより.qc塊のあるもの

にしていくためには､-般病床については梯能に潜目して区分を･行い､

その地域に来日ナる必斐病床数の設定を行っていくことが攻められているB

o 以上の点を踏tJ-'え､一般病床については､その機能を明馳化した上で､

それにふさわしい人員配促進畔と構造別 は'BE-2畔を瀧定するものとする｡

(2)具体的な病床の区分について

(病床区分の考え方)

○ 患者の状掛 j:､大きく､急性期医療を_必要とする患者と慢性期医療を

必要とする患者とに分けることができる4その場合､.病状が不安定で回

復期にある患者 (いわゆる亜急性期医療を必要とする患者)をどのよう



に考えるかということが問題となるが､発症から病状の安定化までを-

逆の医療として捉え､急性,q医政を必要とする患者と.併せて考えるのが

適当であろう｡

○ 従って､凝着の状億としては､ r急性増悪を含む発症間もない患者

(急性期医療を必要とする患者)又は病状が不安定で回復期にある患者

(証急性期医療を必要とする患者)lと ｢病状は安定し､疾病と陣零と

を抱えている倣者 (但性朔医旅を必要とする患者)Jとに区分され､こ

れ らの必着に対してそれぞれの状櫨の特性に応じた医療サービスの提供

形感としては､ r一割 JB間の集中的な医療の提供｣と r長期間にわたる

医療の拡供Jとの概ね2つに分けられ､それぞれの機能に対応した区分
が必要 となる｡

このJJE,L合､正急性期医療を必輩とする息者を急性期医療を必野とする

患者 と併せて一つのグループとして姐えたことから､病床区分に当たっ

てij:Wi急性期医療を考慮した弾力的な放り扱いが必-3KtTとなるu

O 柄床区分については､入院怨帝の特性 (症状や疾魅糸)に蒋回した区

l 分､投供l)-る医按の内容に瀬田した区分､朗 は 馴 らしている洲 hrJ(荏
くp 院州刑)に潜r;lした区分などが考えられる｡
l

入院11.R噺のElr.!JJ･性に,iETIFEしたIZ:分については､,FV.-=Br-の症状や疾威名に上

る区分では:J断面F伽ことらえたものになり易く､また､症状では個体滋や

ばらつきがJJ.られ､疾患銘だけでは罰.I.紅鮭が判断できず必箪となる医鯨

サービスが不明であることなど､必ずしも適切なlEf:分とはいえないと考

えられるO

在院期日Eqはいわば魅潜の症状や疾,･包まの状櫨の経過が兆的され反映され

たものと考えられるので､病床を一定のグ/I,-プの准琵まりとして区分し

ていく除には､それぞれのグループの特性を全体としては反映している

とい う怒暁でその摘採を用いることは蕗当なものと考える.

また､その区分を行 う際には､般眺する医療の内容の速いに者Elして

それぞれにふさわしい人員配位基咋及び桃進取併進畔を設定していくこ

とが適当であろう｡

○ 病院内において､病床区分を行う場合には､恩者の立場､病院堪宮の

立場の両方の視点から見れば､原則として病槻単位で病床を区分し､そ

の=匹常に当たることが望ましい｡

○ 急性期医療や亜急性期医療が蛙供される病棟においては､より多くの

医療従事者が配置され､集中的な医薮が実施されることになるが､病棟

管理上､目安或いは目標として在院期間を設定し､急性期病床として効
率的な避常を行うことが望ましい｡

○ 以上の考え方から､次のように一般病床を区分するものとする｡

急性期病床 性 とL,て､急性期医療を必要とする.I.塗.者又は正急性期

医鵬を必輩とする歯音に対し一別UJ関の雅中的な医療を粒映して､患
櫛の状湖の改辞を図る病床J

慢性期病床 r虫として､憤削 り偲 解を必要とする]追啓に対し長期間
にわたり匠焔を操供する病床J

な･お､急性州病床､･l酬 :31JJ病床の馴 糾こついては､病碓磯他をより明
柵化する机点から､それぞれ r短期胎O.巨病床J､ r:剛川雌雄病床Jなど
の粒々な呼称が考えられるが､ここでは､-応､ r急性期病床J､ 咽
倒三,IU]柄床｣という,名称:i-任用することとしたo

/

(見終的7LJ.L病床の紋定)

○ 急性nMr巧床の区分に削 こっては,在院朔日rnを考舷するものとし､その
柄床riL6.1J一別こふさわしい人馬配T''tHi⊆維及び柵追徴8hll.12,6印をrT3i･定する..

0 息性jlJJy醐:=の-在院剃r馴こついては､那力的な柄床xi7提J削 ;碓曝され､柄
桃管掛 こ淋しい文関が生じることがないように配瓜しつつ､-tr:･期rhhJの

熊中的な医桁が恩民に提供されるよう､急性期病床としてふさわしい平

均･lj:院日数を企匡t的な梯非として7.rtl:定することがil淡しい.

0 また一､慢性期病床の質件については､ ｢主として長神目こわたり疾鵜を

必賓とする恋着を収容するためのもの｣と産米されている絞雛型病床畔
の酎 中を踏映して､人見配鑑基雄及び栴遮設備選科を設定するQ

O 区分単位は原則として病棟単位とするが､一定規模以下の病院にっい



ては､その病院の運営を配慮した弾力的な取り扱いについて検討する必

要がある｡

○ 患者に対 して適切な医療を継続 して提供できるように､病院内又は地

域において急性期病床と慎也期病床.との緊密な遊牧体制を馳供していく

ことが望ましい.

o 急性期柄床の区分に当たって考慮する平均在院 日数については､各種

調速を踏まえて､その具体的な数個の設定について検討する必要がある.

また､平均在院日数の価については､今後､必要に応じ見直しを行う
ものとする｡

くその他)

○ 医庶計画の3%=定に当たって､柄Bl:区分を考戚:した必Rrr柄床数の非走方

臨時について別途検討する必要があるO

l

岩 3.人見配1IT.I.馴 吐及び桝劉生倣･AB鞘の兄批Lについて
l

(1)人員配fJTr':避雅について

○ 急性,JJJJ柄床に配位すべき人月を設/綻するに当たって拙､当i73t一病床に漁
痴及びl包板機細が求められることから､その平均在院日放を考艦しつつ､
椀能にふさわしい人員配1rLT:進IZI蛙を検討すべきであり､準と行の一･般病床の

凧棚 と異数の遊里1匹を参考としながら設定する必要があるd

o 慢性期柄床に配位すべき人見を設定するに当たっては､これらの病床

に長期間にわたる医療の提隣が求められることから､その機能に騰持し､

焼鶴型病床畔の職観と員数の基準を踏鶴し設定する必粟がある0

○ 病院においては入院医療に重点を扱いた診療体制が確保されるよう､

また､現行の人員配位基準が最低基準として機能 している面もあること

から､入院に係る人員配置基掛 こついては､漫低基準としての取り扱い

について換討する必要がある.

また､外来に係る人員配置基準については､病院の外東の在 り方を踏

まえ､入院に係る人員配置基準の最低基準の検討に併せて別途換討する

ものとする.

0 なお､最低基準の検討に当たっては､医療法上必要とされる医療従事

者数の奔走方式については､整数値へその端数処理を行ってきた.が､最

妃の病院における医療従事者の勤務形態の多様化等を踏まえて､その策

定方式の取り扱いを併せて検討する必要がある｡

(2)構造設備基料 こついて

○ 構造設備基経については､規制線和の観点から､医療池上必ず設陛し

なければならない施設の進捗などの規制があるが､放近の他の_抜粋の規

制の動向等も参考としつつ､基本的に見直す必要がある.

o その上で､急性期病錐については一般病床の柵進汲棚進Jil島を､慢性期

病床については原瀬塑病床群の柄造設備B;･鞭を踏沸し設定する.
t＼

○ 故が国に掛 する柵進闇傭IL的Ii上1床当たりの病床両税は､欧米絡国に

比べ2分の1程度の広さとなっている｡
急性期病床及び慢性Jq病床の痴鵡稗境に関しては､病室内での医療行

為を適回目こ実施できる必要な柄床面瑞を批保するとともに､今後､必着

にふさわしい群雄毅蹄が7.F鑑されるなど必着の皆音別こ応えられるよう､

病室の個盤化や個室型多床蓋などを推進し､将来の医臆乾塊の変化にJA･

応できる煉鵜堺鍵を確保していくことが望ましいD

このため､これらの構造設備基豊即こついては､時代の変化に対応し必

要に応 じ見直すものとする.

(3)蹄神病床､結核病床等について

○ 精神病錐及び結核病床における人員配置基料 こついては､基禾的には

一般病床の人員配歴基準が適用されるが､医療牡第21粂但し番き及び

同位施行令第4免の7の規定等により､医師､看護職鼻の人員配置の特ー



例が認められている｡

将帥嫡床､結核病床については､精神医政､結核医療の在 り方を踏ま

え､これ らの措値を併せて見直し､それぞれ病床機青白にふさわしい人員

配隈姦雄及び構造別 行基確を設けるために､別途検討する必馴 ミあら.

0 また､韮症心身陣容児 (者)､肢体不自由児 (者)等を収容する柄床

については､他の法律との舶係もあり､その取り扱いについて別途頓討
する必要がある.

0 急性期又 は亜急性期において､発症間もない脳血管疾患等によって生
じた身体的な後辿症に対 して､兆中的な医勅別これえリハビリテーション
を必要とす る患者については､急性期医政文は耽急性期医避百の｢(,･1･とし

て捉え対応することになるが､そのような心有を収容する場合の取り扱
いについては別途検討する必要があるQ

4.入院医蹄の解の碑供につい′て

○ 卵 子の医雌班で虹 rlil田川!]-･において､r'耶鮎JfF可のLIu.朋の中った病床数

に､見込匂三れる入院･･TLll卦雛 こ見合った医出門lY=･7J棚 が[W.Iはさ′IrLr､他の鮮可

条件をIIu･1-た していれば､即日没許可岬.朗 絹午可されることとなっている｡
敬って､滴JEな入院医WuC-の質を稚僻する軌･如 ､ら､rji機 許可後におい

でもlm馴 rlJ=の状況が引き続き鮒 等できるよう､医跡耶 拝有数に見食った
柄床が稼働 していか状況糾肘耗できる仕組みとする必紫がある¢

○ このため､医1.i,モ敬司'･-･有数が､一尉 yl聞以上､医政純 上定められる人見

配1盟を下回っている姐合には､難務芳郎･:i'の改la'･戸綿 令､使用制限命令､榊

徴許可取消等の牌位を吾綜じることとし､その具体的な取り扱いについて

検討する必軍がある｡

5.入院医療の質の向上に向けた取り組みの促進について

(1)各医療機硯に掛 ナる体制整掛 こついて

○ 患者の要求の多様化 ･高度化に適馴 こ対応 し､良質かつ効率的な医療

の浸供のためには､チーム医床での対応が求められるとともに､患者に

合った医療サービスの計画とその提供､提供した医療サービスの評価と

評価に基づく医療サービスの改啓という一速の流れによる対応が必要と

なる｡このような取組みを奏効あるものと･するためには､患者に係わる

医療関係者全員の馴 PFと協力が必要であることに留意すべきである｡

Q また､患者の立掛 こ立って良好な医療を提供する観点から､医療従事

者による患者 1豪族に対する説明と理解に基づく医療を推進し､疾病に

っいてより一周慮者の理解が深う三るよう情報提供を辿めるとともに､-患

者等の栂鱗に適切に対応するための院内体制をとる必要がある･

(2)病院情報の提供の推進について
rJ

o 軟那 経国の中に臥 鮪三者評価や自己別 行の報告 ･開示劉 こよる情報

股供によって､入院医顔の照カミ碓保される仕組みがあるD

しかしながら､我が国においては､そのような仕組みが1-分旅立 ･定

,･Gしている状況 と杜言えないので､今後､盤智 ･国民-の情報塊供によ

る入院医舵の質の柵保のために､病院機能評価の充実 ･強化を図る.とと

もに､その情報公剛 こついて検討される率要がある｡

･○ また､医蘇機関が広告し得る寄掛 こついて臥 これまでにも逐次拡大

されてきたところであるが､今回の病院の入院医滅芋の在り方の見直しに

併せて､さらに､患者による適切な医療機関の;璽択と医療機岬 の適切

な連班が推進できるよう､地坪住民-の医療機関情報の提供や広告事項

の拡大など医療情報の堤供をよ･り一層推進す ることが求めもれる｡



6.実施時期について

○ 病床 区分の見直しに伴う一審の制度の変更は､個々の病院に与える彪

轡が大きいため､一定の縫過期間をおいて実施することが望ましい｡

7.おわりに

○ 今回､入院医療全般にわたりその在 り方を検討し､急性期病床と峻性

' 期病床 とに区分 し､それにふさわしい入鹿配置基畔及び柄迂設備基経等

について検討 したが､21世紀を見据えた場合､綬和ケア病･枕､日帰り

手術用病床､紳輔 .分娩 .回復室 (LDRシステム ･･L･abor,Deliv-

el-y andRecove1-Yシステム)等新しい入院医療の提供形態が考えられ､

患者の粟柵に応えられる医療提供体制となるよう､入院医流の在り方に

ついては､これからも必要に応じ見直していくことを要望 しておく｡

なお､柿院において迦4;))な入院医療が提供されるためには､医凍機硯

避班や在宅医況守の充英 ･強化が必要であり′､地域に溶ける関係者の窃極

的な取 り組みを期待したい.
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医療提供体制の改革について (中間報告)

我が国の医療提供体制については､良質で効率的な医療捷供体制を目持して､これま

で数次にわたる制度改正が行われてきたが､医療技術の進歩､高齢化の進展､国民の生

括水準の向上と意識の変化､経済構造の変化など､医療を取り巻く環境は大きく変化し

てきており､これらの変化に適切に対応していくことが必要となっている｡

新しい世紀をEI前にして､こうした環境変化に対応した医療茂供体制を早急に確立す

るという諸富削こ立って､医療審読会としては､今後取り組むべき医療提供体制の改革の

在り方について､昨年9月以来､18回にわたって審議を重ねてきた｡

審議の過鎧において各委員から幅広い角度から様々な意見が出されたが､今般,当審

読会としての意見を別紙のとおりとりまとめたので､政府においては､平成 12年度より

できるだけ速やかに､この趣旨に沿って､医療提供件制の改革に取り組むことを期待す

る｡
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(別紙)

1 我が国の医療の現状と課題

(1) 医療を取り巻く環境の変化

21世紀を_目前にして､我が国の医療を取り巻く環卦 ま大きく変化してきて

いる.とりわけ､医療技術の進歩､高齢化の進展･国民の生括水準の向上と意

識の変化､そして､姦済構造の変化という四つの要因は､今後の我が国の医療

丑供の在り方に､様々な影響を及ぼしていくと考えられる｡

(医療技術の進歩)

飛課的な発展を遂げつつある速伝子レベルの研究及びその成果としての様々

な治療睦の関数 高度情郵 ヒ技術の急激な進歩とそれに伴う画像処理技術や遠

隔医療の進展などに代表される医療技術の進歩は,医療内容の一層の高度化､

医療分野の多尉 ヒ･専門分化を促進するとともに,治療期間の短締化や患者の

QOL (QualityofLife､生括の質)の改善にもつながっているoまた､提供

される医療サービスについての選択の幅を広げるごとで､個々の点者の病態や

ニ-ズに応じたきめ細かな対応をとることを可能にしてきている｡一方で､こ

ぅした医学 ･医療の最新の成果を･岳床現場において効果的かつ効率的に利用

していくための各種手睦の開発が進んでいるd

(高齢化の逸展)

我が国において娃他に例を見ない急速なテンポで高柳 ヒが進んでいる｡高齢

者の増加は､従来の急性期疾患主体の疾病構造を変化させ､優性期疾患患者の

増加をもたらした｡また､･こうした慢性期疾患の多く臥 高血圧や糖尿宿等に

代表される生括習慣病であるため､その予防､治療に当たって臥 自らの努力

で生活習慣を改善していくなど､患者日加 増 俸的に郎 つっていくことが重要

となっている.

(国民の生活水準の向上)

戦後の経済成長にともなって､所得の増大や居住環境の向上など､国民の生

活水準は大福に向上するとともに､生括意識も変化し国民の健康 ･医療に対す

る関心が高まってきている｡その経果､療養環境の快適性の向上や医療席亭圧に

対する患者のニーズも放くなっている｡
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(題済構造の変化)

我が国の経済基調が低成長に変化する中において､国民の筒に医療費やその

負担の在り方についての関心が高まっている.我が国の医療制度を支えている

国民皆保険制度を維持しつつ､提供される医療の質の向上を図っていくために

は､医療保険制度､医療提供体制の両面において､より効率的で適正な運営を

目指し､必要な改革を美施していくことが要請されている｡

(2) 我が国の医療提供体制の現状

我が国の医療提供体制は､戦後､全ての国民に対し平等に医療を受ける機会

を保障するという観点から､医療捷供の塵的な拡大に主眼を置いた整備が図ら

れるとともに､昭和36年以来の国民皆保険制度の下で､国民が容易に医疾機関

を利用できる体制が塵備されてきた｡

その結果､戦後の医療技術の進歩の成果を多くの国民が享受することが可能

となり､全般的な生活水準や公衆衛生の向上､医療関係者の努力等とも相まっ

て､平均寿命や乳児死亡率等の各種の衛生指標において､世界最高の水準を達

成することとなった｡

しかし､一方で､我が国の医療の状況に園しては､諸外国に比して人口当た

り病床数が多いこと､平均在院日数が長いこと､1床当たり医療従事者数が少

ないこと､介護提供体制の整備の遅れから､主として介護サービスを必要とす

る患者の入院がみられることなどが籍掃されている｡また､昭和23年当時の

水準を目安に定められた入院医療に関する療養環境等については､全体的にみ

れば-舷的な国民生活の向上に比してなお低い水準に留まっている｡

(3) 今後の課忠

前述した医療を取り巻く環境の変化､我が国の医庶蔑供体制の現状を考慮す

れば､我が国の医療提供体制の見直しに当たっては､今後､以下のような課麿

に取り組んでいく必要がある｡

来るべき21世紀において､国民が､医療技術の進歩の成果である､高度で

多様な医療サービスを享受することを可能にしていくためには､急性期医療を

中心とする医療提供体制の一層の充実と効率化を図るとともに､最新の医学や
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医療技術を習得した質の高い医療従事者の養成に努める必要がある｡

また､高齢化の進展により更に増加するであろう慢性期の患者に逼即 こ対応

するためには､長期の療養にふさわしい快適な療養環境を提供するとともに､

効果的な治療の砲保のために､患者自らが積極的に治療に参画することができ

るような褒境を整備することが必要である｡

さらに､国民の生活水準の向上に伴って､庶養舜黄等の快適性に対する患者

のニ-ズが高くな･'ていることから､特に入院時の療養環奨等について臥 メ

娘的な国民生活水準の向上を踏まえて見直すことが必要となっている｡また､

患者の医療情報に対する関心の高まり-の適切な対応も求められているo

なお､各地域においては､公的医療機関七ともに民間医療機関もへき地医療

や救急医鼠 医療関係者の養成等の医療分野に観極的に放り組んできており､

それぞれの医療機関が担っている機能の特性を明確にしつつ､その充実を図っ

ていくことが求められている｡

一方で､急務基調が低成長に移行する中で､国民皆保険制皮を維持しつつ､

必要な医歳水準を確保していくためには､個々の患者の病態に応じた医療を適

切に提供する体制を整備し､限られた医療撃取を有効に活用していくことが必

要であるC

2 改革の基本的方向

以上述べたような医療を取り巻く環境の変化に適切に対応して､今後とも良

質な医療を効率的に提供していくた桝こは､以下に示すような基本的方向に沿

って､医療提供体制の全般にわたる見直しを進めていく必要がある｡

(1) 入院医療を提供する体制の整備

医療技術の進歩に伴う医療の高度化､専門分化に対応するとともに､高齢化

に伴う慢性期の患者の増加に適切に対応するた吟に､急性期の患者のための病

床と慢性期の患者のための病床を区分し･そのそれぞれにおいて､対象とする

患者の病態にふさわしい医療を､遣切な療養環境の下で､効率的に提供するた

めの体制の整備を進める｡



(2) 医療における情報提供の推進

医療に関する情報農供を求める国民ニーズの高まりに適切に対応し､また､

患者が治療に積極的に関わっていくことを促すため､医療従事者と患者との倍

額関係を確立し､患者 ･国民の適切な選択によって良質な医療が謹供されるよ

う､息者に対する診療情報の開示や医療機B削こBgする情報の患者 ･国民-の額

鐘的な提供を図る｡

(3) 医療の質の向上

医療の高度化､専門分化等に適切に対応し､将来にわたって良質かつ効率的

な医療の長供が行われるよう､医師 .歯科医師をはじめとする医療従事者の資

質の向上を図る｡また､医療技術評価の成果を路床現毛削こおいて有効に活用で

きる手法や安全な医療の提供に資する各握手睦の普及を図る｡

3 入院医療を提供する体制の整備

(1) 入院医療の現状

我が国の入院医療制度は､昭和23年の医療法制定時に､感顔症等の急性期

疾患を中心とした当時の疾病構造の下で､基本的な枠組みが定められた｡

その後､この基本的な枠組みの上に立って､人口の少子高齢化に伴う疾病構

造の変化や医療の高度化､専門分化に対応し､昭和58年の特例許可老人病椋

制度､平成4年の療養型病床群制度､特定機能病院制度､平成9年の地域医療

支援病院制度等の新たな制度の創設が行われてきた｡

しかしながら入院医療の現状をみると､現行のその他の病床 く精神病床､感

染症病床､結核病床以外の病床｡以下 T一般病床｣という｡)においては､発

症後間もない盛者から長期間の療養生哲を送っている患者まで様々な病態の点

者が入院している｡

また､平成 4年の凍喪型病床羽場tJ度の創設は､一腰病床の中で長期療黄を必

要とする患者を対象とした病床について､長期療養にふさわしい人員配置基準､

構造設備基確を定めたものであったが､慢性期の患者を対象とした病床として

は､この他に老人慢性疾患患者を対象とする特例許可老人病横が存在している｡
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(2) 一般病床の在り方の見直し

① 基本的考え方

現行の一般病床の対象となっている患者は､発症後間もない又は病状が不安

定なために短期間の集中的な医療を必要とする患者グループと長掛 こわたる療

養を必要とする患者グループに大別できる｡

この二つの患者グループは､.全体としてその特性､医療ニーズが異なり､症

･供される医湊サービスの内容も異なっている｡

今臥 このよう鯛 点に即 して､それぞれにふさ- い質の高い医療サー

ビスを効率的に提供していくために臥 現行の一柳紙 の在り方を見直し､主

として急性期の患者が入院する病床と重として慢性如 患者が入院する病床に

区分し､その機能分牝を図り､･それぞれの病尉 こおV)て提供する医療サービス

にふさわしい人員配置基準､構造設備基準を設定することが必酢 あるQ

② 新たな病床坤 り方

急性期患者のための病床においては､医療技御 高度化､専門分化に対応し

た集中的な医療を効率的に提供することが求められる.そのために蛸 門スタ

ッフを充実し､治療に必要な病床面積を確保するとともに､在院期間について

一定の目安を設けることにより･急性卵 者のための病床にふさわしい医療衆

境の整備を促していくことが必要である｡

慢性期患者のための病尉 こついて臥 長期の入院にふさわしい良好な凍境の

下で凍奉を送りたいという国民のニ-ズに応えるための体脚 求められる｡そ

のためには既存の制度を整理すると共に､現行の療養型病郎 柁 飴まえて､長

期の庶雛 ふさ- いゆったりした療養細 の確保を図っfr.いく必要がある｡

また､急鯛 患者のための病床､侵性期患者のための病床のそれぞれの具体

的な人員配置基準､構造設備基準については､これまでの審読会における緋

_ も踏まえ.それぞれの- の機能に逼- 対応した基準が設定されるよう今後

さらに検討していくことが必要である｡

な臥 新たに区分けされた病床が､雛 に応じて効率的に運用されるために

･臥 設定の目的について･国民の理解を求めていくことが重要である0
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③ 精神病床､結核病床

精神 紙 及び唐核病床については､現行の-般病床の在り方の見直しに併せ

て､精神医療､結核医務それぞれの在り方を踏まえた検討を別途行うべきであ

る｡

(3) 医療計画の見直し

① 基本的考え方

昭和60年に創設された医療計醐 度は､医赦 渡の効率的な配置や地域にお

ける医療提供の体系化を目指したものであった｡

･しかし､全ての都道府県において地域医療計画が定められて約 10年を経過し

た今日においても､都道府県間の人口当たり病床数になお大きな格差があるな

ど･依然として病床の地域的な偏在がみられる｡

それぞれの地域において､在宅医療を軽供する体制の整備状況や保健予防へ

の取組み状況等により､医療需要が一定程度異なることを考慮しても､現状の

ような地域間の大きな格差は･医療資源の藩正な配分を図る親点からは望まし

くない｡

このため､必要病床数算定式の如 方の見直し等を通じて､引き続き地域間

格差の是正を図って行く必要がある｡

② 必要病床数算定式の在り方 ー

医療計画における必要病床数象定式については､地域間格差を是正し､他地

域に比放して著しく入院率等が異なる地域についてはその適正化が図られるよ

う､算定式の見直しを行う必要がある｡

なお､象定式の見直しに当たっては､地域の医療の実情を適切に反映する観

点から､一定窺 度 の都 道 府 県 知 事の裁丑を認めていくことが必要である｡

③ 新 た な病 床 の 在 り方 を踏 ま えた見直し′

一 般 病 床 の在 り方 の 見 直 しに伴い､地域における急性期患者､慢性期患者そ

れ ぞ れ の 需 要 に応 え て ､ 効 率 的かつバランスがとれた病床整備を進めていく必

-7-

一 夏がある｡

このため､新たな病床区分-の移行の段階においては､一般病床全体で必要

病床数を算定するという現行の仕組みは基本的に維持しつつも､必要病床数の

算定に当たり､急性期患者のための病床､慢性期患者のための病床のバランス

のとれた整備が図られるよう配慮していくことが必要である｡

その上で､新たな病床区分-の移行が進んだ後は､それぞれの病床ごとに必

要病床数を算定していくことが望ましい｡

(4) その他

① 規制程和を蕗まえた病院の必置施設･設備の在り方

現行の医療法においては､病院の有する施設や設備に関して､多くの施設 .

設備を列挙して､これらを必ず設置すべきものと規定している｡

しかし､これらの必定施設や設備のなかには､医療関連サービスの外部委託

の進展等により､全ての病院が一律に有しなければならないと義務づける必要

が薄れてきたものや､具体的な基準が実態と帝離しているものもある｡

今後は､親制度和の観点も踏まえ､医療汝におけるこうした規制は必要最小

限のものとするよう必要な見直しを行うべきである｡なお､その際､特別養護

老人ホーム等の医弄施設以外の施設との併設時の､施設や設備の共同利用につ

いても検討に含めるべきである｡

② 適正な入院医療の確保

現行の医療法においては､各医療機関が最低限有しなければならない従業者

数についての横準を定めているが､その遵守を求めるための仕組みが必ずしも

十分とは言い難い面があり､標準を大幅に下回っている医療機関が一部に存在

している｡このため､適正な入院医療を確保していくためには､老人保健施設

の例も参考としながら､医療牡が定める人員配置基準を満たしていない医療機

関に対しては改善命令等の措置を弾じていく必要がある｡

また､医療需要に応じた適正な入院医療を提供する体制をそれぞれの地域に

おいて確保していくためにはt医療計画制度の下で､医舞姿碇の適正な配分を
L■ヽ

図るとともに､医療資顔を有効に鑑用していくことが求められる｡こ.のため､

IR-



開設許可後､一定期間にわたって､美麻の入院患者敦が許可病床数を大きく下

回り､非効率な病床利用となっている医療海関に好しては､その改善を促すた

めの措置を講じていく必要がある｡

③ その他充矢が期待される医療分野

今回の検討に当たっては､主として入院医茂を提供する体制の整備方策につ

いて議論を行ったが､国民の健康の砥保､福祉の増進の観点からは､疾病の発

症予防から､治療､社会復椿に至る一連の経過の中で､必要な医轟が効長的に

を映される体制を縫保することが重要である｡

特に､高齢化に伴って増加する生面習慣病等を可能な陰り予防し､量産化を

防止するための保険医疲サービスの克美が必要である｡また､患者の早期の社

会復帰を可能とする､急性期からの効亮的なリハビリテーション医寮の実施や､

介護保険により箆供される各種介護サービスと連携し､患者の疾病,QOLの

改善に寄与する在宅医療の推進も求められており､今後､引き続きその充実を

回っていく必要がある

< 後 略 >



医療提供体制の改革 について (医療審議会会長 メモ)

1 入院医療を捷供する体制の整備

(1)病床区分について

○ 患者の混在を防ぎ､患者にふさわしい医療を提供できる体制を嬢保する

という病床区分の趣旨から､現行 ｢その他の病床｣を新たに区分することに

は､大方の委員に異論はないと考える｡しかし､急性期､慢性期という厳格

な形での区分は､病態の変化に対応できないおそれなどが提起されている｡

このような指摘を踏まえながら､病床区分の趣旨が生かされるよう､提供

される医療サービスの形態に着目し区分するものとし､現行 ｢その他の病床｣

を主として治療が必要な患者を収容するための一般病床と､童として長期に

わたる療養を必要とする患者を収容するための療養病床とに区分してはどう

か｡

○ 一般病床の看護職員の人員配置基準については､事務局より2.5:1

との提案が示されたが､より厚くすべきとの意見とより緩和すべきとの相反

する意見が出された.上記のように病床区分を整理すると､患者の治療体制

の向上という課題に応える必要がある一方､人員配置基準は最低標準として

機能するものであることや､半世紀にわたる基準の変更に対する慎重な配慮

が必要であることなどを踏まえると､3･1を基本としてはどうか｡この場

合､医療従事者の絶対数が不足している地域もあることや､小規模の医療機

関においては､直ちにこうした基準に対応することが困難であることに配慮

し､これらに該当する医療機関に対しては､十分な対応をする必要がある｡

この病床の構造設備基準について､適切な療養環境を確保する観点から､

今後新設 (全面改集を含む)される病床における1人当たりの病床面積と廊

下幅については､現行基準を充実させることについては､委員に異論はない

と考える｡また､既存の施設については､現行の rその他の病床｣の基準と

同じとするが､引き続き､療養環境の改善を促進することが必要と考える｡

○ 療養病床の人員配置基準､構造設備基準については､現行の療養型病床

群の基準と同じ基準とする事については､委員に異論はないと考える｡しか

し､既存の病床からの転換については､構造設備基準について本年4月以降

の療養型病床群-の転換に準じた経過措置を設けることとしてはどうか｡

○新たに病床を区分するに当たっては､いわゆる患者の追い出しやたらい回

しが行われれないよう､患者の入退院は医師による医療上の判断で行うこと

は当然であるが､その趣旨を徹底することが必要である｡

(2) 医療計画について

新たな病床区分の整理を踏まえ､新たな医療計画-の円滑な移行を図るた

･めに､次のような改正を行なってはどうか｡

○ 必要病床数という名称を見直し､｢基準病床数Jとする.

0 新しい病床区分が定着するまでの間においては､地域間格差●の是正及び

在院日数の短縮傾向等に対応しつつ､全体として基準病床数を算定する｡

○ 新しい病床区分が定着した後においては､一般病床及び療養病床のそれ

ぞれについて算定し､その合計数をもって基準病床数とする.

0 なお､具体的な算定に当たっては､都道府県知事の裁量により地域の医

療の実情を反映することができるよう流入 ･流出加算の見直し等を行った上

で､各圏域における基準病床数の算定を行う｡

(3) 必置施設等に関する規制緩和

規制緩和の観点を踏まえて､必置施設の見直しを行うが､その際に､外部

委託の可督及び医療の内容に関わるかどうか等を勘案して､

○ 全てが外部委託可能であるため､法律上の規定は削除し省令上の規制と

するもの (消毒施設､洗濯施設)､

○ 既に必置施設として義務づける必要がないため､蔭律上､省令上の規制

を廃止するもの (給水施設､暖房施設､汚物処理施設)

に区分し､規制緩和を行ってはどうか｡

なお､給食施設と臨床検査施設については､医療の内容に庵接に関わるも

のであることから引き続き汝律事項とするが､外部委託の際の扱いについて

は別に示すものとする｡

(4)適正な入院医療の確保

適正な入院医療の確保として､事務局から提案のあった一定期間大幅に人

員配置基準を油たしていない場合の改善措置､非効率な病床利用が行われる

場合の改革措置､報告徴収に関する法規定の整備については､基本的には委

員に異論はなかったと考える｡しかし､まずは指導を旨とするべきこと､明

らかに休止とみられるものに限定するべきことなどの意見があったことを踏

まえ､都道府県医療審議会における審議を経ること等､適用のための妻件等

を今後検討することとしてはどうか｡

2 診療録等の診療情報榛供の推進について

診療録等の診療情報の提供を医療現場において普及 .定着させていくため



に､医療従事者の自主的な取組み及び環境整備を推進していく必要がある｡

また､診療情報の提供に関する取組み状況を広告できる事項として追加して

はどうか｡

3 広告規制の硬和

広告規制の緩和についての具体論としては､様々な意見が出されたが､次の

通り､広告規制の緩和を行うこととし､更に中間報告において示された基本的

な考え方を踏まえて議論することとしてはどうか｡

○ 広告規制の緩和を行う事項の例

中立的な医療機能評価機関が行う医療機能評価の結果､医師の略歴 ･年令

･性別､共同利用できる医療機器､対応可能な吉夢､予防接種 (種別)､健

康診査の実施､保健指溝 ･健康相穀の実施､介護保険の実施に伴う事項 (紹

介をすることができる介護関連施設の名称等)

4 医師､歯科医師の臨床研修の必修化

医療関係者審議会が提言している医師､歯科医師の卒業後の臨床研修の必修

化については､進めるべきものと考える｡

その際､医療法上､医療機関の管理者は臨床研修を修了した医師又は歯科医

師とするとともに､臨床研修を修了していない医師又は歯科医師が診療所を開

設しようとする場合には､医師 ･歯科医師以外の者と同様に許可を要すること

とする｡

5 公私病院等の機能分担と連携

(1)公私病院の機能分担と連携

公私医療機関の機能分担については､それぞれの地域に応じた対応を行う

ことが必要と考えるが､地域の公的病院においては､医療機関の機能分担と

連携を円滑に推進するため､地域の実情に応じて､救急医療､共同利用､紹

介患者に対する医療提供など地域医療支援病院が有する諸機能について､で

きるだけ積極的に取り組むほか､例えば､当該地域において果たすべき役割

について幅広く意見を聞く場を設置するなどしてはどうか｡

(2)病院､診療所の機能分担と連携

病院､診療所間の役割分担としては､診療所においては外来機能､病院に

おいては入院機能を重視することを基本的な理念とするべきであると考え

る｡しか し､制度的にこれを進めることについては､更に議論を深める必要

がある｡

従って､当面は診療報酬制度などにより病診連携を促進するという努力を

引き続き進めるとともに､地域医療支援病院については､今後とも一層の普

及を図る必要があることから､その推進方策について検討を行うべきではな

いか｡



平成14年8月28日

厚生労働大臣

坂口 力 殿

社会保障寒謀金医療部会

医療提供体制に関する意見

本部会は､医療提供体制の在り方に関して審議を重ね､今般､別添のとおり意見をと

りまとめたので､これを報告する｡

医療提供体制に関する意見

平成14年3月28日

社会像陣審議会医療部会

社会保障等議会医療部会は､昨年9月より8回にわたり､医療提供体制の確保に関す

る重要事項について審議を重ねてきた｡

当部会におけるこれまでの議論の概要は､~以下のとおりである｡

l 基本的な考え方と審議経過

1. 我が国では､国民皆保険制度の下で､全ての国民がいつでも､どこでも平等J=

医療機関に受診することが可能である｡この結集､世界最高水準の平均寿命 ･健

康寿命や嵩い保健医療水準を実現し､2000年6月に公表されたWHO (世界保健

機関)の評価においても､我が国の珠健システムは世界第一位と評価されているC

2 しかしながら､急速な少子高齢化の進行､医療技術の飛躍的進歩､国民の医療

に対する意識の変化など,医療を取り巻く環境は大きく変化しており､我が国の

医療提供体制について､(1)効率化 ･重点化の不足､(2)競争が働き.=くい構造､

(3)安心できる医療の確保が不十分､(4)情報基盤等の近代化の遅れ､などの問題

点が指摘されている｡

3 このことから.今後-唐､患者の視点を章票した質の高い効率的な医療提供体

制の構築が求められており､このためには､患者に対する幅広い情報提供が推進

され､患者の選択を尊重した医療提供を通じて､医療機関相互の競争が促進され

ることにより､医療の資の向上と効率化が回られることが重要である.

医療機関においては､患者との対話を重視しつつ､情報提供に努めるとともに､

患者においても､医療を選択するための様々な情報や手段を得て､自らの健康の

保持のための勢力を行うとともに､自覚と責任を持って医療に参加することが求

められる｡

4 厚生労働省の医療制度改革試案の別添 ｢21世紀の直療提供の姿｣(平成 13年

9月25日)F=おいては､医療提供体制の改革において当面進めるべき施策として､

｢病院病床の機能の明確化 ･重点化｣､｢根拠に基づく医療の推進｣､r医療のIT

化の推進J､r医療を担う適切な人材の育成 ･確保｣､rtZ;告規制の緩和｣､｢医業経

営の近代他 L効率化J､r医療安全対策の飴合的推進)､川､児救急医療対策の推進J

などが取り上げられており､当部会では､これらを中心に概括的な審議を行った｡

また､経済財政諮開会議や総合規制改革会班で指摘されている r医業に係る株

式会社の参入Jと r医療分野における労働者派遣｣についても.参考人からの意

見聴取を行い.検討を加えた｡

5 特に､政府 .与党社会保障改革協碓会の r医療制度改革大綱Jや総合規制改邑

会議の r規制改革の推進に関する第 1次答申Jなどで､今年度中に措置すること

を求められていた r広告規制の緩和｣については､集中的に議論を行い.具体的

な結論を得た｡

‖_個別の検討項目

1.医療における情報提供の推進

(1)情報埠供の在り方

患者が自らの判断により適切な医療機関を選択するために必要な情報が､幅広く患

香.国民に対し提供されることが望ましいOまた､情報提供の手段としては､医療機関

による広昔に加え､広報､院内掲示､公的機関による情報提供などがあり､これらの手

段が､それぞれの特性を踏まえ有効に活用されるよう､環境整備や内容の充実が回られ

るべきである｡

医療機関の選択に資する情報提供の在り方として､客観的に比較可虎なデータを提供

するための用語の標準化等やIT化などの環境整備､情報の確実性や最新性が確保され

る形で散在している情報をデータベース化すること､これらの情報が地域住民に身近な

ところで積られることが重要である.

なお､上記に加え､患者の求めによる情報開示が重要であり､特に医療機関の有する

カルテ､レセプト等の医療情報について開示の義務化を求める意見があったが.これに

対しては.医療の公共性だけを理由に一律に情報開示を義務づけるべきではないという

反対意見があった.



また､インフォームドコンセントの義務化についても議論すべきとの意見があった｡

一方､情報提供の推進に併せて､患者の自己決定を支援する体制の整備､さらに患者

の教育.意識啓発の必要性が指摘されたB

(2)広告規制の緩和

医療機関による広告の規制緩和については､今回は患者保護の戟点から現行のポジテ

ィブリスト方式を前提とし､客観的で検証可能な事項については､原則として規制緩和

することとした.具体的な項目については､別添のとおりである｡

なお､医療機関の広告r=ついては､基本的に､虚偽広告､誇大広告など患者にとって

有害となるもの以外は規制を原則撤廃すべき (ネガティブリスト方式)という意見があ

った｡

また､広告規制緩和の具体的な項目についての主な考え方は以下のとおりである｡

･ r専門医Jを認定する団体の取扱いに当たっては､客観性を担保するため､医

学医術に関するEEl体の意見を聴くべきであるO

さらに､幅広い国体の意見を聴くべきであるという意見があった｡

･ ｢手術件数｣､｢分娩件数｣､｢患者数｣､｢平均在院日数｣､｢病床利用率｣につい

ては､広告内容が容易に検証できるような仕組みが必要である｡

･ ｢死亡率｣については､現状では､重症患者の受入拒否や危険度の高い手術を

避けるなど､医療の提供に悪影響を及ぼす可能性が強いため,愚者の重症度等

l=ついて客観的に比較するための環境整備の状況を見極めつつ.継続検討とす

る.

･ ｢病院 .診療所を経営する法人の理事長の略歴J､｢外部監査を受けている旨J

については､｢これからの医業経営の在り方に関する検討会｣(座長 田中滋慶

磨義塾大学教授)における検討緒異を踏まえて措置すべきである｡

･ rスタッフの略歴｣､r専門看護師 .認定看護師J､r看護実習病院Jを広告事項

にすることについては､医療関係取種全体r=関わる問題であるので今後の検討

課題とすべきである｡

･ ｢ISO90006｣については､本来医療の質や槻能を評価したものではないこ
とに留意する必要がある｡

2.病院病床の機能の明確化 .重点化

病匝病床については先の医療法改正において､平成15年8月兼までに療養病床と-

般病床に区分されることとされているが､さらに広告規制の確和を含めた医療情報の提

供と患者の選択が進むことによって､病院病床の機能分化が促進されると考えられるQ

なお.病院病床の機能分化については､急性期の患者にとっては望ましい方向である

一方､亜急性期､慢性期の患者に係る病床の在り方は慎重に検討すべきという意見があ

った｡

また.地域医療計画については､本来社会が求めている機能に対して新規参入規制に

なっている面があると撫 ら､譲論すべきという意見があった｡

8 根拠に基づく医療の推進

医療の質の向上を図るためには､地域の医療機関が容易に最新の医学情報を参照でき

るよう.EBM実践のための文献データベースや主要疾病の積率的診療ガイドラインが

整備されることが極めて重要である.

これらの施策については.年次目標を定め.重点的な変偏を進めることが肝要であり､

患者が主体的に医療に参加する環境の整備のためにも重貫である｡

4.医療におけるIT化の推進

患者t国民への医舟情報の提供や地域の医療機関のネットワークを形成する上で､医

療におけるIT化は重要な手段である｡保健医凍分野におけるIJT化を推進するために､

昨年12月に､r保健医療分野の情報化に向ltてのグランドデザインJが集塵され､電

子カルテやレセプト電算処理のシステムの普及について数値目標が示されたが､その着

実な実施が必要である｡

なお､電子カルテは単なるツール.=過ぎず､電子カルテを導入する前に､個々の医療

槻関における業務の標準化や見直しを行うことが重要であるとの意見があった｡

また､医療のIT化に係る費用負担の在り方について､今後さらに噴射が必要である

との意見や､地域の医療機関ネットワ-クの中で患者の情報が共有され､健康管理や個

別指導､各段階に応じて適切なケアが切れ目なく行われる仕組みが必要との指摘があっ

た｡

5 医療を遭う適切な人材の育成 ･確保

医療サービスの葺の向上を図るためには､それを纏う医療従事者の質の向上や適正な

数の確保.配置が重要である｡

地域医療の確保の観点から､医師が専門化.細分化され過ぎており._&合的な診療能

力を有する医師を養成する必要性が指摘されるとともに､大学を中心とした医師の人事



についての問題点が指摘された｡特に､現在 r医道審譲会医師分科会医師臨床研修検討

部会｣ (部会長 .矢崎義雄国立国際医療センター総長)で検討されている医師の卒後臨

床研修制度については､大学に依存する体制を改めるべきとの意見があった｡医師の生

涯学習の義務化､医師の免許更新制などについても議論すべきとの意見があった｡また､

国民に安定した医療を提供するためには､医療従事者の地域偏在の改善が重要な課題で

ある旨の指摘があった｡

6.医療安全対策の総合的推進

相次ぐ医療事故やその報道を通じて､底痕に対する国民の信頼が揺らぎかねない状況

にある中､患者の視点を十分に踏まえ､国民に真に安心できる医療を提供するという観

点から.関係者をあげて医療安全の推進に取り組むことが重要である.医療安全に関す

る今後の方針及び当面取り組むべき課題については､現在r医療安全対策検討会議J(座

長 森亘日本医学会長)で総合的な検討が進められているところである.医療に対する

国民の信頼回復のたゆに､緊急の取組が必要である0

7 小児救急医療対策の推進

小児科医の負担の増大や大病院への救急患者の集中などが指摘される中､小児救急医

療体制の確保は喫緊の課題であり､r小児救急医療拠点病院｣の整備などの新たな施策

については､その早急な実施が求められる｡

なお､小児救急医療に関連して.小党科の不採算性についての指摘や､医学生が小児

科医を目指すような学校教育の在り方についての意見があった｡

8.医兼経営の近代化 ･効率化

非営利を原則としてきた我が国の医療機関経営について､昨今､経営の効率化や資金

駒達の多様イヒを図るために営利企業の参入を認めるべきとの主張がある｡医療の効率化

と葺の向上を図るためには､まず､患者への情報提供を進めることによる患者選択を通

じた医療機関相互の戯争の促進や､理事長要件の緩和等の医療法人制度改革による医薬

経営の近代化などの取組を着実に進めることが必要である｡

なお.営利企業の参入により.次のメリット等があるとの指摘がなされた｡

･ 医療行為と経営の分化が進むことにより,経営の効率化や医療の質の向上が期

待できる｡

･ 従来､閉鎖的とされてきた医療の世界が社会的に広がりを持つこととなり､経

営の透明化､健全化が期待できる｡

' 政争が促進され､特定の医療分野に特化した経営の展開や､快適な療葺環境の

提供,保険者からの委託による予防医療など多様なサービスが提供されること

により､国民の医療についての選択肢が拡大する｡なお､不採算部門の切り捨

てにつながるという考え方に対しては､経営形態ではなく公的観点からの検討

が必要である｡

しかしながら､営利企業による医療経営については､

･ 医療の強い公共性と株式会社の株主への利益配当という2つの要諦を両立させ

ることは困難である

･ 収益性の高い医療分野に集中し､不採算部門の切り捨てや医療費の高騰を招き

かねない

･ 我が国は民間主導により十分な医療提供体制がすで[=整備されている

･ 営利企業と病床規制とは相容れないため､地域医療計画が必要という前提では

営利企業参入は馴染まない

･ 株式会社を参入させなくても､情報開示等を行えば競争原理が働く

･ 株式会社の参入が認められているアメリカにおいても､医業経営は非営利が主

体であり.研究と教育に投資せず質の向上.=限界がある株式会社よりも､研究､

教育､臨床の3つに取り組む非営利病院の方が､地域における信漁を得ており､

ネッートワーク化されている

等の理由から､憐重な対応が必要である_tいう反対意見が多かった.

9 医療分矧 こおける労働者派遣

医療分野に従事する専門的な人材の最適な配置を可能にするため､医療関連業務の従

事者の労働者5rFe連に関する規制の見直しが求められており､雇用形態に関わりなくチー

ム医療は可能であること､派遣という形態IC･働きたい医療従事者の希望を一律に蕪止す

べきではないとの意見があった｡

これに対し,適正な医療を提供するためには､チームの構成員が互いの能力や治療罪

針等を把握し合い､十分な意思疎通の下に集務を遂行することが不可欠であること､恒

常的にチームのカを高めていくことによって､良い医療､良い看護､安全な治療の場を

提供することができることから､医療機関J=おける医療限速乗務の労働者派遣に関して

規制を緩和することは､慎重.=検討すべきという意見が多かった｡

また､現行の派遣制度においては､事前に労働者を特定する行為が禁じられているこ

と､派遣期間に制限が設けられているため継続的な雇用が困難であることなどの問題点

が指摘された.



10.その他

' リビング･ウィルの普及など､終末期医療の在り方について議論すべきとの意

見があった｡

l 医療保険制度の改革については､医療保険部会で議論されているところである

が､当部会においても､医療保険制度の今後の在り方について､給付と見過の

公平性や安定した保険運営の観点から､各保険者の厳しい財政状況を踏まえ､

早急に制度の一本化を求める意見と､制度の一本化に反対する意見があった｡

. 領収明細書を発布すべきであるという意見があった｡

III おわりに

厚生労働省は､情報提供の推進などをはじめとする当面の講現題について.その改革

を着実に実施するとともに､さらに､良質かつ効率的な医療提供体制の確保に向けて､

その検討の進め方を含め､関係者の意見を反映しつつ､早急な検討を行っていくことが

求められる｡

ru
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社会保障額民余藤一こおける横封に資するために行う.

ll. ∴車療凍譲準触重 野のシミュレーションJ,pl_L
I -I-{rnJ,甲,-:-V.ULT- - -.J野草年字書

目次
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基本的考え方と改革の方向性等 -

○ 平成37(2025)年において､国民の医療.介護ニーズを保障するために必要な医療t介護
サービスを確保する(サービス総量の確保)o

O 社会保障国民会議中間報告で指摘されている､現在の医療･介護サービス提供体制の
問題点を克服し､国民の求める医療･介護サ-ビスを､質･量両面で最も効率的かつ効果
的に提供できる体制を実現するO(効率的･効最的サ-ビス提供の実現)

○ 病気や介護が必要になっても､適切なサービスを利用して､個人の自立とQOLの追求が
可能になるよう､医療･介護を通じて､個々人の心身状態に最もふさわしいサービスが切

れ目なく提供できるような医療･介護サ-ビス提供体制の一体的改革を行う｡(サービスの

質の確保､利用者の個別性の尊重)

○ 施設か在宅かの二者択一ではなく､介護施設の生活環境の改善(個室､ユニット化)や
小規模化と在宅医療･介護サービスの多様化と拡充､ケア付き住宅など居住系サービス

の拡充により､利用者の希望と選択により､重度であっても､地域のなかでの暮らしを継

続できるために必要なサービスを提供する｡(個人の選択･生活の継続性の保障)

○ 欧米先進諸国の実情も参考にし､国際的にみても遜色ないレベルの医療･介護を目指す｡

《参考》社会保障国民会議中間報告で指摘されているサービス提供体制の構造改革

･病院機能の効率化と高度化
･地域における医療機関のネットワーク化

･地域における医療･介護･福祉の一休的提供(地域包括ケア)の実現

t医療･介護を通じた専門職種間の機能･役割分担の見直しと協働体制の構築
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異体的改革の方向

(総論)

○ 医療.介護を通じたサービス提供体制の一体的な改革を行うことを基本に､改革度合いが

緩やかなシナリオ(Blシナリオ)から､最も改革が進んだシナリオ(B3シナリオ)までー複数
の改革シナリオを見込む｡

(急性期医dE),

O 急性期入院医療につい,'C､早期の社会生活復帰を可能とするよう､医療の質の向上と効
率性の向上により平均在院日数の短縮を図る｡･

○ このため､現在の一般病床を急性期病床と亜急性期･回復期病床等とに機能分化し､急性
期病床について人的･物的資源の集中投入による重点化･機能強化を図る｡

○ 同時に､急性期後の継続的な入院医療が必要な者に対する回復期リハビリテーション､亜

急性期医療の機能強化を図るとともに､連携パスの普及､在宅医療の充実強化等により､急
性期医療全体での早期退院一社会復帰の実現･在宅での療養継続支援を目指す｡

○ また､医療の高度化､集中化､機能分化等の医療提供体制の充実により､救急医療体制
についても､機能分化にあわせた救急機能の充実強化を図る｡

(慢性期医療)

○ 慢性期医療を中心とする長期療養について､重症化･重度化に対応した機能強化を図ると
ともに､在宅医療の充実強化､施設･在宅を通じた介護サービスの拡充により､できる限り住
み慣れた地域での療養生活継続を実現する｡

(介護)

○ 介護サービスについては､高齢者の尊厳､個別性の尊重を基本に､できる限り住み慣れ

た地域での生活の継続を支援することを目指し､高齢化の進行等による要介護高齢者数
の増大を踏まえたサービス全体の量的拡充を図るとともに､高齢単身/夫婦のみ世帯の

増大､認知症高齢者の増大､重度要介護者の増大､医療･介護双方のサービスを必要とす

る高齢者の増大など､要介護高齢者の状態傍の変化を踏まえたサービスの多様化と機能
強化を実現する｡

○ できる限り住み慣れた地域での生活を継続したいという国民の意向を実現するため､既
存の在宅サービスの充実に加えて､24時間対応訪問介護･看護サービスなどを拡充する
とともに､グループホームやケア付き住宅などの居住系サービスを諸外国並みの水準まで

拡充する｡

○ また､増大する認知症高齢者に適切な介護サービスを提供するため､小規模多機能サー
ビスやグループホームを拡充し､重度化しても在宅生活の継続を可能にする在宅サービス

の整備･機能強化を図る｡

○ 施設サービスについても､認知症高齢者への対応弓削ヒや個々人の暮らしの継続性を尊
重する個別性の高いケアを実現する観点から､個室･ユニット化を推進するとともに地域に

密着した小規模型施設を重点的に整備する｡

○ また､全休としての入所者の重度化の進行や終の棲家としての看取り機能､在宅支援(逮
過施設)機能など､介護施設利用者のニーズを踏まえた施設機能の強化を図るo
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(在宅医療･地域ケア)

○ 急性期･慢性期の入院医療からの早期退院･在宅療養や､在宅での緩和ケア･看取りのケ

アを希望する患者のニーズを満たすことができるよう､地域における病院･診療所の連携を強
化するとともに､在宅療養支援診療所､訪問看護など在宅医療サービスの充実強化を図る｡

○ また､入院医療に関する機能強化･分化にあわせて､病院の外来を専門外来として位置づ
けるとともに診療所におけるプライマリケア機能や主治医機能の強化､訪問診療等の強化を

目指す｡

○ さらに､多くの要介護者は､医療･介護双方のニーズを持つことから､地域において医療･介

護を一体的に提供する地域包括ケアマネジメント体制を整備する｡

(専門職種間の機能･役割分担の見直しと医療･介姓を通じた協伽体制の構築)

○ 急性期を中心に医療資源を集中投入し､医師の配置増に加え､専門職種能力の一層の活
用と生産性向上の観点から､専門職種間の役割分担の見直しを行い､看護職員等のコメディ

カル､事務職員等について､医師業務(看護師業務)のうち医師(看護師)でなくても行える業
務を移す前提でより大幅な増員を図る｡

これにより､医師や看護職員などが､自らの専門分野に特化した患者本位の医療に注力で
きるようにする｡

○ 入院から退院(転院)･地域生活への移行を支援するとともに､地域での暮らしの継続を支
援する観点から､地域包括ケアマネジメントなど､医療･介護を通じた協働体制を構築する｡

_塵療 健 ヰぜ 久_の 鞄 嚢卓越 掛 も 日当た り臓 ,の と ミ叫 L/- シ 弓-yp

｢ 総革図 二 ｣ 大胆な仮定をおいた平成37(2025)年時点のシミュレーションである

※上記に重複して外来や在宅医療受療者が2025年には1日当たり600万人あまりいる｡
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現状投影シナリオ(Aシナリオ)

現状

:-'125万人/Er:

; 在宅介捷i
:243万人/日:

人口 12,800万人
高齢化率 21%

大胆な仮定をおいた平成37(2025)年時点のシミュレーションである

現状投影シナリオ(Aシナリオ)

現状及び現状EEl定の推計によ
る2025年の需要の伸びを単純
においた場合 人口 11.900万人

高齢化垂 30%

汰高齢化率は総人口に対する65鼓以上人口の割合である｡

※上妃に重複して外来や在宅医療費療者が2025年にはl日当たり600万人あまりいる｡ ※一般病床及び療養病床(=有床診療所含む｡

改革シナリオ(Blシナリオ)

大胆な仮定をおいた平成37(2025)年時点のシミュレ-シヨンである

(現状)

25万人JEr
在宅介は
243万人/日

現状投影シナリオ(Aシナリオ)

現状及び現状固定の推計によ
る2025年の需要の伸びを単純
においた場合

改革シナリオ(Blシナリオ)

一服病床を急性期と亜急性期･回復期等に機能分化｡

医療資源の集中没入(=より､急性期の在院日数は15 5日-･12日に減れ
医療必要度の低い需要は介護施設で受け止める.居住系･在宅サービスを
強化｡

-X上記に重複して外来や在宅医療受療者が2025年には1日当たり600万人あまりいる. ※一般病昧及び療養病氏に有珠診療所含む｡
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(Blシナリオ の考え方)〟

【Blシナリオ のイメージ】

平均在院日払 12日

※上記に王様して外柔や在宅医収受群青が1E)当たり600万人あまりいる｡

改革シナリオ(B2シナリオ)

大胆な仮定をおいた平成37(2025)年時点のシミュレーションである

(現状) 現状投影シナリオ(Aシナリオ) 改革シナリオ(B2シナリオ)

-25万人JEr

在宅介拙

243万人IB

現状及び現状固定の推計によ

る2025年の需要の伸びを単純

においた場合

10

ll

-眼病珠を急性期と亜急性期･回復期等に捜能分化｡医療資源を一層集中

投入することにより､急性期の在院日数は155日-10日に､亜急性期･回
復期等は75日-60日に減少｡医療必要度の低い需要は介措施設で受け止

める｡居住系･在宅サービスを強化｡

※上記に重複して外来や在宅医療受癒着が2025年にはIEl当たり600万人あまりいる,. ※一般病床及び療茸病床に有床診療所含む｡
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(B2シナリオ の考え方) 12

改革シナリオ(B3シナリオ)

大胆な仮定をおいた平成37(2025)年時点のシミュレーションである

(現状) 現状投影シナリオ(Aシナリオ) 改革シナリオ(B3シナリオ)

現状及び現状固定の推計によ
る2025年の需要の伸びを単純
においた場合

繋上記に重複して外来や在宅医療受療者が2025年には1

13

-触病氏を高度急性期､.一般急性期と亜急性期.回復期等に牡能分化○医療資源の投入により､在院日数は高度急性期で20..1日-16日､-般急性期で1■3.4日-9日､亜急性期.回復期等で75日-60日に減少.寧療必要度の低い需要は介雄施設で受け止める.居住系.在宅サービスを強化.日当たり600万人あまt)いる.※一般病味及び撫養病珠に有珠診療所含む.
-3K-



(B3シナリオ の考え方)

【Aシナリオ のイメージ
(-JB病氏をさらに詳しくみた4台)】

現在の一世病床に相当
約104万人/E]
平j匂在韓日数約208
エピソード発生約5万件/日

平均在院日数 134日 弼エピソードh生は.薪たな入院を書救.
ここでrま､建*林地を在定し.1日のエビ

平均在院El敷 154日

長期凍葺く医atfL暮)約36万人Ja

【介EI.他年包括ケ7】
･施政換地の明確化
･在宅サービスの普及･充実
･姥知症への対応(GH･小規
模多也桃の普及･充実)
など

【83シナリオ のイメージ】

14

:平均在院El牡 16日

早期治産･軽快

長瀬鎌手(匡iX故事)約23万人ノ日

抑 49万 人 /日 (3万人/日)

居ti系約68万人/E3

在島 内

15

凍上feに1枚して外来や在宅医dE受dE者が1E3当たり600万人あまりいる.

シミュレーションの手順と詳細

-3ト



シミュレーションの具体的な手順

【t】足元及び現状投影シナリオ(Aシナリオ)a)書籍状況を作成)くStopl､2>
<Stepl>
○ 足下は平成19(2007)年度とし､将来推計人口(平成18年12月推計)､患者調査(平成17年)､医療費の動向(辛
成19年度)､介護絵付費実態調査(平成19年10即 等から､年齢階級別人口に対する各サービス利用者(洪1)の割
合を作成するとともに,医療t介護の単価(x2､※3)を作成｡
(汰1)入院や外来の1日の患者数､要介護認定者､介許施設･居住系サービスの利用者､在宅介護サービスの利用者｡
(災2)入院の1人1月当たりの費用､外来の1人1日当たりの襲用.介護施設.居住系サービスの1人1月当たり費用､在宅介護 ､
サービス利用者に係る1人1月当たり費用｡
(※3)医療の費用は､国民医療費ベース(自己負担分を含む｡自己負担を除く給付費が概ね社会保障給付章の医療分に相当)と
し､薬局調剤医療費や訪問看護の費用は外来医療費にまとめる形で整理｡介護の費用は､介護保険の各サービスの費用魚
(1割相当の自己負担分を含む)に､特定入所者介護(介護予防)サービス糞を加えたものであり､基本的には､食糞や居住嚢
は対象外｡

<Step2>
○ 足下で作成した､年齢階級別人口に対する各サービス利用者の割合を､平成37(2025)年度の人口に乗じて､
シミュレーションA(現状投影シナリオ)の各サービスの利用者数をシミュレートし､供給もこれにみあうものと考える｡

- 現状投形シナリオは､衷状の匿*T介tIのサービス捷供に桝する間JI点(不明確な≠能分化､手薄な人A
配t､ニーズに対応したサービス供稔の不足書)は解決されす､効率化もなされないまま今後も推移していくこ
ととなるシナリオであることに甘書｡

【21Aシナリオから改王シナリオ(Bl.B2.B8シナリオ)のt飴状況を伸成<stepa>
O Aシナリオの各サービス利用者数をベースに､サービス提供体制について選択と集中等による改革を図ることを
想定して､改革シナリオにおける各サービス利用者数をシミュレートする｡

･Blシナリオ:一般病味について､急性期と亜急性期･回復期等とに機能別 ヒすることとし､医療資源の集中投
入でなるべく早く急性期を脱することができるようになったリ､早く治癒するようになる｡

また､亜急性期や回復期のリハビリテーションが必要なケースなど､状態像に応じた適切な設備t
人員配置のもとで医療や介護が受けられるようになる｡ -

さらに､在宅医療､居住系サービスや在宅介護サービスが充実し､比較的重度者であっても､希
望に応じてなるべく住み慣れた地域でケアを受けることができるようになる｡

･B2シナリオ.Blシナリオをさらに推し進め､急性期について､現在の欧米並みの水準まで高めていくこととす
る｡
そして､それに対応して､地域ケア体制の機能が強化される｡

･B3シナリオ:Bl､B2シナリオとは異なり､急性期について､さらに､高度急性期と一般急性期とに機能分化
を徹底する.(B2シナリオにおける急性期と亜急性期･回復期等の一部が-般急性期に再編成
されるイメージ｡)

- いずれのシナリオにおいても.平均在眺日数の短雑や在宅医*･在宅介tlの推進などの医*･介ZIサー

ビスの書向上･効事化の枚点書を潜まえてサービス捷供体制の改羊を進め､生活ydtホ予防などの予防
1枚の瓶点事も織り込んで鴨事を牧走するものとする｡

- また､匿*･介tlのシステムが全拝として横能するためには､A性期と亜A性期･回従期書.さらには､

これらと長期dE養や介tl九枚.居住系サービスや在宅介tIサ-ビス､奄宅･外来匡*との間での.徹底
した横地分化と連携強化とが不可欠｡

【8】各シナリオのサービスよ盤.JL価をシミュレート<Stop4>
O step3の各シナリオごとに､各サービスの役割を果たすために必要な単価をシミュレート｡このとき､必要な医
療･介護資源の投入量(各施設に配置されるべきマンパワー等)を勘案｡

_L4】名自他への換JlくStop5>
O step3でシミュレ-トされた利用者と､step4でシミュレートされた単価とを掛け合わせて､平成37(2025)年
度の静態価格を計算し､これに､伸び率(名目値ベース)を乗じて医療･介護費用をシミュレート｡

結果は費用龍としては名目値となるが､基本的には､経済規模(名目GDPなど)との対比でみていくのが適当｡
- 経済放長や技術進歩書の羊田がここで織り込まれることとなる｡

- 一方､Bl､B2､B8シナリオでは､stop3でJAり込んだもののほか､医薬品や医dE瑞器に粥する効率他
事*を*り込んで伸び串を股走｡

-3唱
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医療･介護サービスの需要と供給のシミュレ｣シヨンの詳細

[基本的な考え方l

o 足元 (2007年度)の年齢階級別サービス利用状況 が続 いた と した場合の ｢現状投影シナリオ (Aシナ リ
オ)｣から考える｡
【一般病床入院患者 (1日当たり)】
【医療療養病床入院患者 (1日当たり)】
【介護施設入所者 (1日当たり)】
【居住系サービス利用者 (1日当たり)】
【在宅介護サービス利用者 (1日当たり)】
【外来 ･在宅医療 (1日当たり)】

2007年 約 80万人 - 2025年
2007年 約 22万人 - 2025年
2007年 約 84万人 - 2025年
2007年 約 25万人 - 2025年
2007年 約243万人 - 2025年
2007年 約582万人 - 2025年

(上記と重複あり)

約104万人
約 36万人
約169万人
約 47万人
約408万人
約634万人

O Blシナリオ及びB2シナリオの前提

現状において､一般病氏に入院している患者のうち､ r急性期医療ニーズJと ｢亜急性期等医療ニーズJ
とにそれぞれどれだけ該当するか推計 (洪)すると､急性期で7割､それ以外 (亜急性期等)で3割と見込
まれるoLたがって､

急性期医療ニーズ 73万人/日
亜急性期等医療ニーズ 31万人/日 となる｡

･x DPC及びDPC準備病院を急性期病院全体の代表として,在院日数等のデータをもとに急性期病床数必要数を試井すると.一般病床の基準病床に
占める割合は70 3%となることから.104万人/日×70 3%-約73万人/日

○ したがって､現状をベースに推計した､急性期73万人/日､亜急性期等31万人/日､長期療養 (医療療養)
36万人/日､介護施設169万人/日､居住系47万人/日､在宅介護408万人/日､外来 ･在宅医療634万人/日､
が改革によってどのように変化していくかをシミュレー トする｡

19

(-続-)

O B3シナリオの前提
現状において一般病床に入院している患者について､ ｢高度急性期医療ニーズ｣､ トー般急性期医療ニ
ーズ1､ ｢亜急性期等医療ニーズJとにそれぞれどれ態け該当するか推計 (※)すると､高度急性期医療
ニーズが全体 (140万人)の15.6% (22万人)と見込まれる｡したがって､

2025年 高度急性期医療ニーズ 22万人/日
一般急性期医療ニーズ 51万人/日
亜急性期等医療ニーズ 31万人/日

※ 急性期と亜急性期等の振り分けはEn及びB2シナリオと同様｡,高度急性期医療二-ズl=ついては､特定機能病院の平均入院医療実収入程度以上
の医療を行っているケースは高度急性期医療=-ズと仮定し､それを上回る費用がかかっているケースが入院全体の15.6% (件/Elベース)で
あるので.140万人ノ日 ×156%-約22万人/日

○ したがって､現状をベースに推計した､高度急性期22万人/日､一般急性期51万人/日.亜急性期等31万人
/日､長期療養 (医療療養)36万人/日､介護施設169万人/臥 居住系47万人/日､在宅介護408万人/日､
外来 ･在宅医療634万人/日､が改革によってどのように変化していくかシミュレー トする｡

1 ㌢



具体的なシミュレーション ～ 改革のストーリー ～

急性期に医療を集中投入することに
より､平均在院日数について､現状
155日(DPC及びDPC卒備病院46万
珠の平均)から､12日程度に短拍
(23%塩梅)を回る｡これを実現するた
め(=､人見配iEを現在の一般病床より
手厚く※医療従事者等を配置する｡

※ターゲットとなる在院日数を実現して
いる病抗の平均的な人且配置を比較
すると､医師､着講師,その他時点の
配置が約12倍(平成18年度病院経営
管理指梯)

これにより､一日あたりの患者も23%
減少し､急性期医療ニ-ズは56万人/

日となる｡

73万人/日から減少した17万人/日の
ニーズのうちほとんど(16万人/日)は､
圭に治療期間に重点的な医dEが捷供

されることで安静･回復期二-ズの前後
の在院期仰の足痛が周られることによ
る戚少分であり,亜急性期等の病床で
対応するニーズに移るほか､1ブヨ人伯
は.若年の患者を中IDに､早期に軽快
し.外来対応となることによる入鏡有事

瀕と仮定する｡

急性期に医療をより-nl集中投入す
ることにより､平均を院日数r=ついて.
現状155日(DPC及びDPC社債病院
4675珠の平均)から､1(佃 程良に短格
(35%短梅)を図る｡これを実現するた
d)に､人員配狂を現在の一般病氏と比

較しておおむね倍増※する.

栄参考史料r=あるように諸外国との比
較において､平均在院El赦10日を実現
している国の配ilは日本の一般病氏平
均の取A配社の約2倍｡

これにより､一日あたりの患者も35%
減少し.急性期医療ニーズは47万人佃
となる｡

73万人/日から減少した26万人/日の
ニーズのうちほとんど(25万人/日)は､
圭に治療期間に重点的な医dEが纏供さ
れることで安静･回復期ニーズの術後の
在院期間の極椿が鼠られることによる
減少分であり､亜急性期等の病床で対
応するニーズに移るほか､1万人J日は､
若年の患者を中心に､早期に軽快し､
外来対応となることによる入院需要減と

仮定する｡

(高度急性期)

高度急性軌 こ医療をより集中投入することにより､平均在院El数につい
て､現状201日(医育機軸+NC病院の平均)から､16日程度に短拍
(20%短指)を図る｡これを実現するために､人員配tを現在の一般病珠と
比較しておおむね22倍とする｡

これにより､-8あたリの患者も20%減少し.高度急性期医療ニーズは､
18万人J日となる｡

22万人/日から減少した4万人/日のニーズは､主に治療期柵に重点的な
医療が漣供されることで術後の在院期間の短籍がR]れることによる減少
分であり､亜急性期等の病民で対応する二-ズに移ることによる入院需要
戒と1反定する.

(一般急性期〉

一般急性矧 こ医鍵を集中投入することにより､平均在院日数について､
現状134日(急性期全体が現状155日であることから､7E度急性期を
201日とおくと134日となる)から､9日程度に短籍(33%短縮)を図る｡こ
れを実現するために､人見配すを現在の一般病床と比較しておおむね18
倍とする｡

これにより一日あたりの患者も.33%漉少し､一般急性期医療ニーズは
34万人/日となる｡

51万人ノ日から漉少した17万人ノ日のニーズのうちほとんど【16万人ノ日)
は､主に治療期間に支点的な医鎌が提供されることで術後の在院期佃の

短格が図れることによる減少分であり.亜急性期等の病床で対応するニー
ズに移るほか､1万人I日は､若年の患者を中心に､早期に軽快し､外来対
応となることによる入院需要滋と仮定する｡

(2)亜急性期･回仕期リハビリテーション事 21
1R:I.1̂-Ll* t L~~~J_B量鳥痩IAj垂_一 ⊥ _

急性期の改革によLJ.現状より早矧 こ急性期の病急性期の改革により.現状J:り早期に急性期の病
床を退院することになるが,医療必要度がそれなL)
に高い状態で退院することとなるので､その受け皿
として亜急性期等の病床の機能強化が王要l=なる｡

亜急性期等には､31万人旧 に急性期から移行す
る16万人/日を加え､47万人/日になるものと思われ

る｡

この推計においては､亜急性矧 ま医療.書は･リ
ハビリの必要度が高まるために､コメディカルを中
心に一定の増且が必要となる｡

急性期の改革l=よL).現状より早瀬に急性期の病
床を退院することになるが､医療必要度がそれなL)
r=ホい状態で退院することとなるので.その受け皿
として亜急性期等の病味の機能強化が玉葉になる｡
また,政策目棟として､リハビリの早期開始.強化や､
クリティカル/くスの推進と撮貞体制の強化により､
概ね20%種皮の在院日数の短始を見込む｡

亜急性期等のニーズは､31万人J日の現状投影
ニーズに加え.急性期から移行する25万人/日を加
え,56万人/日となるが､
I20%の期脚短縮効果(15日*)により11万人/日
が軽快する､あるいは医療撫養や介性施殻等iこう
つるものと見込む
I24時間対応可能な在宅医療の体制を整備する
ことにより､本人の希執 こより在宅での書取りがで
きる体制を強化することによL)5万人/日が在宅等へ
移行するものと見込む
ことから,40万人ノ日になるものと思われる｡

この推計においては､亜急性期は医療･書;兼･リ
ハビリの必要度が高まること､また.おおむね20%
程度の在院日数の短縮を見込み､コメディカルを中
心にBl推計以上の増兵を回る｡

56万人/日から減少した16万人/日は､王篤な在
宅医療に5万人/日､外来対応となる者が6万人ノ日.
3万人/日が介護施設等へ 残り2万人/日が医療療
養へ移行するものと仮定する｡(王駕な在宅医療
ニーズ以外は､着者と7k鈴音が撫ね5割ずつと仮

定する)

床を退院することになるが.医療必要度がそれなり
J=古い状態で退院することとなるので.その受け皿

として亜急性期等の病韓の機能掛 ヒが王夢になる.
また､政策目棟として､リハビリの早期開始･強化や､
クリティカルパスの推進と和え体制の強化l=より.
概ね20%程度の在院日数の短籍を見込む｡

丑急性期等のニーズは､3175人ノ日の現状投影
ニーズに加え､高度急性期及び-般急性期から移
行する20万人/日を加え,51万人/日となるが､
I28%の期間塩梅効果(15日♯)により10万人1日
が軽快する､あるいは医療療養や介牲施牧羊にう
つるものと見込む

･24時間対応可能な在宅医療の体制を整備する
ことにより.本人の希望により在宅での看取りがで
きる体制を強化することにより5万人伯 が在宅等へ
移行するものと見込む

ことから､36万人ノ日になるものと思われる｡

この推計においては､亜急性軌ま医療寸 謙･リ
ハビリの必要度が高まること.また､おおむね20%
程度の在院日数の塩梅を見込み､コメディカルを中
心に81推計以上の増長を回る｡

51万人/E7から減少した15万人/日は､Z窯な在
宅医療に5万人/EL外来対応となる者が5万人/E3.
3万人/日が介護施設等へ､残り2万人/Elが医dE錬
兼へ移行するものと仮定する｡(ZE篤な在宅医療
ニ-ズ以外は.若者と7k齢者が故ね5割ずつと仮
定する)
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(3)長期dt*(医舟dtt)

改革後のZL湖東兼U医穣dt暮)は､医鼓必手鼻の
低いニ-ズが介ZI施奴に移行することやJB介ZI
dt書から医q必辛度の古いニーズが移行してくる

ことから.ね休として平均的な匡dE必要度が書まリ､
医群にZ点をtいたA期ケ7が捷供される｡

iE期dE暮(匡a鎌手)には､36万人/日から､医書
必辛皮の低い二-ズ19万人ノ日が介1-に移行し.
旧介ZJ*碁から医dF必要度の古い二-ズ4万人l日
が医dtdE葺に串行してくるため､21万人作目こなる
ものと患われる.

+匡dFdE事0)うち.匡dE区分1r=抜当する377%
と､医書区分2の3書耶こ当たる142%の併せて
519私のニーズ(2025年で約19万人ノ日)が介Zt
へ移行し､旧介fLdE書のうちー医鎌区分3に韻当す
る40%と.匪il区分2の7書Ir=当たる146%の併
せて206%のニーズ(2025年で約4万人ノE))が医
dEdF羊に移行すると併走

故事後の長期dt兼(医ikdt兼)は､医fk必章魚の
低いニーズが介托施政に移行することや､IE)介謙
庶事から匡dE必辛皮のJlいニーズが移行してくる.

ことから.総妹として平均的な巨疲必要度が市蒙り､
庶dEにZ点をtいた長期ケアが蛭供される｡

長期dE兼(直dE*暮)には､36万人ノElから､亜急
tf期等からの2万人ノ日を加え､医dE必要度の低い
ニーズ19万人ノ日が介Ztに移行し.旧介護dE壬から
畠dE必事度の古いニーズ4万人/日力唱 療dE妻に
移行してくるため､23万人JEaになるものと患われる｡

+匡稚魚兼のうち､医dE区分1I=抜当する377%
と､医dE区分2の3書引=当たる142%の併せて
519%のニ-ズC2025年で約19万人ノ日)が介漣
へ移行し､It】介11*暮のうち､臣従区分3に嶺当す
る4;09もと､医dE区分2の78IIニ当たる146%の併
せて206%のニーズC2025年で約4万人/8)が医
dtdF兼に移行すると仮定

(4)EE*稚朋から介拝や外来･在宅匹dEへの移行

上妃の結果､医dt練恥 ､ら介旗や外来･在宅医上T己の拝具.医dE機関から介雄や外来･在宅医
躾に移行する者は､140万人のうち､16万人ノ日と
考えられる｡

鎌に移行する者は､140万人のうち,30万人伯 と
考えられる｡

上位の拝具､医療糠BElから介粗や外来･在宅医
療に移行する者は､140万人のうち､29万人/日と
考えられる｡

(5)介杜(医dEから介tlへの移行を蕗まえた故羊)

lntt)

①介鵬 故(椿事･毛健)
まず.現状枚形型における妾介謙産別世帯簸型別施鞍入所者
鼓を推tlL､車介!1度3以上の施設利用甘合(羊介乱捻定専等
に対する施t受利用者軌の羽合)が5%程度低下するものと仮定
(羊介112は10%､羊介tllは施設利用せずと仮定).

その上で.特集は玉屋着中心ー老優は在宅杜仲施穀であるこ
とを念t恥こ中1度者中心の利用と仮定.なお､介証flat型毛色
は医dtニーズが一定程度ある7B齢肴が利用するものと併走し､

肝妃により全休的に王度シフトした施設利用者を現状の長介ZJ
産別施設利用者8I合で按分して設定｡

このことに伴って_特事については､入所時の壬介牡鹿の上井

により平均在所期ruIが短くなり(374年程度-享年程度)その分
入退所着払が増加すること.老億等他の施設の捷能強化に伴っ

て家庭からの入所がit加することを仮定｡

②居住轟くグループホーム･特定施設)
鬼没.居住系サIt:'ス全件で､スウェーデンなみ(書R肴人口
対比で6%程度)の整備を仮定｡

+2025年のホ齢着人口3.635万人x6%≡218万人/日.これか
ら､施政ニーズ((丑で改定したものに(l)-(4)により医dtから移
行する分を加えたもの)を控除して.居住系の利尻は68万人/日
と改定｡

+このうち､グループホームの整備Ir=ついては.施牧を利用し

ない故知症書齢肴のうちグループホームを利用する者の割合を
2025年に5書書程度It加(11%-17%)させるものと仮定して､
204万人/EIx17%=35万人/日と改定｡結果として.特定施投は
68万人伯 から35万人/日を控験して33万人/日と牧定｡

③在宅
硯状投影型にお(1る介謙サービス利用者数から､上TE00 を
控除して設定.
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(医療から移行する者について)
(1)～(4)により-医療から介護に移行する15万
人/別こついては､医療ニーズが一定程度ある者で
あることから､大半(95%相当)が施設を利用するも
のと仮定する｡

｢錬重病沫アンケート調査｣(平成19年3月)による

と,医錬区分1もしくは2の患者について望ましいと
考える施投として病院以外では特養､竜也とするも
のが大半であL)､各々同数程鹿であったことから､

特兼と療養型老健で半々程度で利用するものと仮
定.残るl万人伯 は在宅と仮定.結果として.特兼
7万人ノ日､療養型老健7万人/日ー在宅l万人/日と
なる｡

(医療から移行する肴について)
(1)-(4)により､医療から介盲iに移行する23万
人/日のうち.医療が必要な亜急性期からの5万人/
日については介謙二-ズが比較的低いものとして､

十分な在宅医療を受けながら在宅介護サービスで
対応するものと仮定する｡

撫養病床からの15万人/日及び亜急性期からの3
万人旧 の合計18万人伯 については､医珠ニーズ

が一定程度ある者であることから.大半(95%相
当)が施設を利用するものと仮定する｡

r療養病床アンケート調査｣(平成19年3月)による
と､医錬区分lもしくは2の患者について望ましいと
考える施穀として病院以外では時季､老健とするも
のが大半であり.各々同数寺呈産であったことから､

特集と療兼型老僧で半々桂皮で利用するものと仮
定｡残る1万人/日は在宅と傭定｡結果として､特兼
9万人/日.療養型老健9万人/日.在宅6万人/日と
なる｡(輔故により合計が内訳の和に一致しtJ:い)

(6)その他
○粁神.怒染症等の病床､歯科診療所､医療や施設からの移行を除く在宅介護利用者lまBl,B2,B3シナリオにおいてもAシナリオと同じと仮定｡具体的には
粁神感染症等の病床の入院患者軌ま2007年-2025年にかけて約30-40万JU8校度で推移､歯科診療所のl日あたり患者数は2007辛-2025年にかけて
約120-130万人/日程鹿で推移､移行を除く在宅介埋利用竜軌は2QQ7年の約240万人伯 から2025年の約410万人伯 へと増加する計算｡
○外来･在宅医療の患者数については､

･近年の受診動向をみると､延べ患者軌ま減少傾向にあるが､今回のシミュレ-シヨンではこの傾向は織り込んでおらず､Aシナリオでは若干増加する計算と
なっている｡
IBl､B2.83シナリオにおいては､生活習仮病予防への取り組みにより､2025年の外来.在宅医療の患者数がAシナリオに比べて5%程度減少するものと
仮定｡(外来医療費に占める糖尿病.高血圧性疾患､丘血紗b疾患､脳血管疾患の割合が概ね2-3割程度であること､また､2015年度におけるメタポリツ
クシンドロームの紘当者及び予備軍を2008年度と比べて259時 少させるとのEl標があることを勘案して､2割程度×25%-5%程度と仮定｡)
･またー在宅医彼の普及等に鑑みて.Bl､BZ､B3シナリオにおいては.病院の外来.在宅医療の患者数及び医療隻の半分程度が診秩所に移行するものと
仮定｡

o上で述べたような緒改革の実現に伴い平均在院日数の短籍が見込まれ-また､在宅サービスの充実､生活習tT病予防の効果が-定程度稔り込まれており､
全体として医療･介護サービスの質向上･効率化プログラム(平成19年5月 厚生労働省)を一定程度踏まえたものとなっている｡

惨竜,i) 藤知塵商齢者ゲア65全体像イメ-ジFv(認知曜日塵度旬以且 か. ~一m~T
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医療･介護サービスの単価に関するシミュレーションの詳細

B2シナリオ B3シナリオ l

･平均在坂日数を35%5l結し10日とするためにはI. 【高度急性期】

する.(取郎軌こつLl,て言えばOECD諸国並).こ

コメT-イ加 レや手持取も増えるので､勤務改書の (下妃一般急性期と同等)と比捜して1_2倍とする,

きる. る)
きる.

_ ーツ ｣ カできる○

×1.812;=約200万円 .疲在の一般病味の-人あたり平均単価110万円
170万円

. .臼 【一般急性期】′

†る｡

(2)亜 急 性 朴 回 仕 耕 事 27
｢ A ~ I r ~一･･･.-.

_ _ ｣ 垂至当 当 オ ー _M Ig ',>,鯉 __
現在の亜急性期病棟､回徒期リハビリテーション

病棟を基本としつつ､勤務改善と医dt必要度のアッ
プに対応させるため.コメディカル等を中心に20%
程度(単価への形牛は10%)増加させる｡

現在の一般病床の-人当たり平均単価110万円
xo87(韮急性期単価比)×(1+01(林見散2割
増に相当する給与辛))-約105万円

現在の亜急性期病棟､回任期リハビリテーション
病棟を基本としつつ､勤務改善､医療必要度のI
JTのアップへの対応､在院8数の20%短緒のた
め､コメディカル等を中心に30%程度増加させる｡

現在の一般病床の一人当たり平均単価118万円
xO87(亜急性期単価比)x(1+015(槻負数3
割増に相当する給与♯))-約111万円

(同左)

(a)Jt期dt*(匿dEdE兼)

二 二二 = 廟 訂 二二
医療区分1と医療区分2の3書書を介は施奴等へ移

行させた結果､医療療養の中で医療区分2(平均
単価5275円)が69%､医療区分3(平均単価65万
円)が31%となるので､これを加重平均すると､約
56万円(現状は全体平均単価50万円)

(4)介II施投･居住系

○施放 (同左)
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(5)在宅介性 28

事介講座r=応じた単価

平均単価 16万円(平均要介護度19)

要介護4-5の単身恭齢者や施設から在宅へシ
フトした者の単価は限度親相当と仮定｡また,要介
隷4-5の夫婦のみ世帯･その他世帯の者の単価
は限度鎖の75%相当と仮定｡

要介護3以下については.平成15年から19年ま
で(制度改正の影響があった平成18年を除く)の平
均利用鎖の上昇傾向を踏まえて.2025年において
限定執こ対する利用割合が18%(毎年1%)ポイン
ト程度上昇するものと仮定｡

認知症サービスの充実を踏まえ､地殻.居住系を
利用しない在宅の故知症古齢者(約169万人)につ
いては.約60万人が/ト親株多機能サ-ビスを利内

するなど茶事が増加すると仮定し､在宅と小規模多
機能サービスの平均単価の差の半分程度(約5万
円)を上乗せ｡

平均単価 16万円(平均事介牡鹿20)
(その他は同左)

(6)外来･在宅医療

ETi二∴lt..1_更 意忘=∃ L B2シナリオ B31.>J._)オ ー ｢

外来(珍療所)もほぼ現状どおり 約0-9万円/日※革局綿剤医療費等を含む魚用頼外来(診療所)は泳兼(病院)の一部移行で微増(実態として､末期がん患者や人工呼吸書書付け (同左) (同左)

O DPC病院の病昧 132
0 壬急性期入院医療管理料の病床 087
0 匡機期リハビリテーション病棟入院料の病床 084

-38-



く日次>

はじめに･･- ･.r･･ ･1

1 新人香煙職皐研修ガイドライン.- ･2

新人看護職員研修に関する検討会 報告書

(抄)

平成23年2月14日

厚生労働省
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･3
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はじめに

(検討の背景)

○ 医療の高度化や在院日数の短縮化､医療安全に対する意識の高畠りなど

の国民のニーズの変化を背景に､臨床現場で必要とされる臨珠美技能力と看

護基礎教育で修得する看護実践能力との間には帝雛が生じている｡看護基礎

教育(=おいでは､臨地実習で看護技術を経験する機会が限られる傾向にあり､

新人看護職員(汰)の中には､就職後､リアリティショックによって早期に艶

職する者もいる｡こうした状況を踏まえ､良質な医療の提供体制の確立に向

けて､看準職員の資質及び能力の一層の向上を図ることが急務とlJ:っているD
(注)本報告書中.r新人看護職員｣とは.免許取得後に初めて就労する保健師､助産
師､看護臥 准看講師をいう｡

(これまでの取り組み)

○ 厚生労働省では､新人看護職員の臨床実践能力の効果的かつ効率的な向上

を因るため､平成16年3月に r新人看謹職員の臨床実践能力の向上I=関す
る検討会報告書｣をまとめ､新人看護職員の到達目標と研修指針を示し､そ

の普及を目的として､平成16年度から平成19年度まで研修責任者を対象と
した研修を乗施する等､新人看護職員研修に関する推進事業を実施したとこ
ろである｡

○ 新人看護職員研修の制度化については､r医療安全の確保に向けた保健師
助産師看護師法等のあり方に関する検討会まとめ｣(平成17年11月)にお
いて'.研修を制度化する必要性が極めて高いことが指摘されており､その

後の看護基蔽教育に牌する検討においても新人看陣取員研修に関する議論
がなされてきたところである｡さらに､r看護の賞の向上と確保に関する墳

討会中間とりまとめ｣(平成 21年3月)において､看護基療教育と臨床現
場との市報を埋めるためには､看護基礎教育の充実を図るとともに､新人

看護職員研修の制度化 .義務化を視野に入れた新人看護磯貝研修の実施内
容や方法､普及方策について早急に検討し､実施に移すべきであるとされ
た｡

○ また､平成21年7月 15日の保健師助産師看護師法及び看護師等の人材
確保の促進に関する法律の改正により､新たに業務に従事する看護職員の臨

床研修等が平成22年4月1日から努力義務化された.これは､看護恥邑本

人の責務として､免許を受けた後も臨床研修その他の研修を受け､資質の向

上を因るように努めることが規定され､吉た病院等の開設者にも研修の実施

と､看護織員の研修を受ける機会を確保できるようにするために必要な寵鹿

に努めなければならないとされたものである｡

(新人看護職員研修ガイドライン)

○ こうしたことを背景として､厚生労働省r=おいては､新人看護職員が基本

的な臨床実践能力を獲得するため.医療機関等の機能や規模に関わらず､

､新人看護職員を迎えるすべての医療機関等で新人看護職員研修が実施され

る体制の整備を目指し､平成21年4月30Elに本検討会を設置し､同年12

月 25日に中間まとめ (以下 r中間まとめ｣という｡)及び r新人看護職員
研修ガイドラインJを提示した｡

(新人保健師及び新人助産師の研修についてのガイドライン)

○ 加えて､上記中間まとめにおいでは､保健師及び助産師としての基本的

な実演能力の獲得を目的とした研修r=ついてガイドラインを作成する必要

性が措璃されている.これを受けて本検討会の下に､.平成22年2月r=r新

人看護職員研修に関する検討会助産師ワーキンググループ｣､平成 22年 6
月にr新人看護職員研修に関する検討会保健師ワ-キンググループJを設置

し､r新人看護職員研修ガイドラインlに追加すべき内容等の検討を行って

きたところであり､今般.その検討結果がまとまり､r新人看護職員研修ガ

イドラインJに助産技術の到達目標等を加えるとともに､新人保健師に対応

したr新人看護職員研修ガイドライン-像健師編-1の作成にいたったもの

である｡(以下､｢新人看護職員研修ガイドラインJ及びr新人看護職員研修

ガイドライン～保健師編-Jをr新人看護職員研修ガイドライン｣というJ

1.新人事tl暮A研書ガイドライン (別添)

○ 新人看鼓敬鼻研修ガイドラインでは､新人看護職員が就労後l年以内に桂

験し修得を目指す項目とその到達の目安 (到達目標)を声すとともに､研修
体制や研修方法については､医療機関等の特性､研修に対する考え方､職員

の構成等に合わせて桑軌に実施できるこどを目的として､参考例を示した｡

なお､到達目棟の作成に当たっては､基礎教育との連動が重要であることか

ら､基礎教育卒業時の到達目標と到達度との整合性を困りながさ作成した｡
また､研修プログラムと技術指導の具体例を参考として示した.

0 新人看護職員研修ガイドラインは､医療税関等で研修を実施する隙に必要
となる以下の事項により構成している｡
( 新人看護職員研修ガイ ドラインの基本的な考え方

Ⅱ 新人看護職員研修
Ⅱ 実地指導者の育成

Ⅳ 教育担当者の育成 r
v 研修計画､研修体制の評価

2



○ 新人助産師研修については､多くの場合､新人看護職員研修と同様の施設

において行われていること等から､研修の理念､基本方針､研修体制､指導

者の育成等については､新人看護職員研修と同様であると考え､助産師が就

労後1年間で到達すべき助産技術の到達目標､助産技術を支える要素及び技

術指導の例について作成し､中間まとめで示したr新人看護職員研修ガイド
ライン｣に追加した｡

○ 新人保健師研修については､基礎教育修了後の保健師の就労先が､行政機

関､医療機関､産集分野等の多様な分野に渡っていること等により､その研

修体制が多様であること､さらに､研修内容についても､個人･集団への保

健指導､地域活動の促進及び保健医療符祉行政への参画等､保健師特有のも

のがあること等から､新人看護勝負研修ガイドラインの内容を潜まえつつ､

新人保健師に求められる内容を中心にr新人看護磯員研修ガイドライン～保

健師編-Jを作成した｡

2.今tの■L

(1)薪人書棚 点研少のf及について

○ 中間まとめにおいて､新人看護職員研修の普及に向けて､①これまで新人

看護職員研修を実施していなかった医療機関等J=対するアドバイザーの派

遣､②施設の研修責任者に対する研修､③総合的な研修を実施している施設

の院内研修の公開等の方兼が提示されたB

o こうした指摘を腐まえ､厚生労働省において平成22年度から新人看護職

員研修事業が創設され､①病院等が臭施する新入者準職員ガイドラインに沿

った新人看護職員研修､②都道府県が実施する医療機関等の研修責任者に対

する研修こ③新人看護職員研修の実施が困難な施設に対して都道府県が夷施

するアドバイザーの派遣等に対する支援が行われている｡

○ さらに､平成23年度予算案において､新たに､新人保健師や新人助産師

の研修や教育担当者､夷地指導者を対象とした研修に対する支援を行い､

新人看護職員研修の充実を図ることとしている｡

○ 今後､都道府県及び医療機関等が､新人看護職員研修事業等を活用して

新人看護職員研修に取り租み､さらにその研修の質の向上が図られるよう､

国には新人看護披見研修に騎する都道府県､医療機関等の取り組みに関する

情報提供や研修の質向上に関する研究の推進等､積極的な取り組みが求めら

れる｡

○ また､新人看護職員研修の実施状況を外部評価団体等の評価基準の一つ

に盛り込むことも新人看護職員研修を普及する上で効果的と考えられる｡

(2)中長期的JE重に立った耳藩について

○ 新人看護職員研修ガイドラインは､#_人看護職員を受け入れる医療現場

等の状況や看護基礎教育の教育内容の見直し等の諸事情や研修成果を勘案

して､適宜見直すことが必軍である｡

○ 新入者護磯貝研修の目的の-つは看護の質の保証であり､これを明確に

するため､新人看護職員研修ガイドラインに基づいた新人看護職員研修を修

了した者に対して修了証を交付することが一つの方法として考えられる｡修

7証を交付する場合には､交付基準をどのよ引こ設定するのか､到達目標の

達成状況を勘案するのかといった点を検討することが必要である｡

○ また､新人看護職員研修実施医療機関 ･施投及び指導者の育成に係る研

修の認証等(=ついても今後検討すべき課題である｡

o 新人看護職員研修は､新人看護職員の実践能力向上を匝るものであり､

看護の欝の保証に資するものであることから.今後更なる財政支援や診療報

酬上の取り扱い等についで藩論が求められる.
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長野県飯田保健所長

栃木県小山市保健福祉部長
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埼玉県狭山保健所副所長
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故 計 の 鮭 熊

○ 新 人看 護 職 員研 修 に関 す る検 討 会

回数 開催 日時 斗 事 内 容

第 1回 平成 21年
4月 30日 2.新 人看護恥鼻研修 ガイ ドラインの奉秦について

第2回 平成 21年 1.新入者準職 員研修の現状について

2.帝 人看護織貞研修の到達 甲標 と評価方法について

話題蛭供 1

5月 28日

･■新 入者後節技術チ ェック IJス トの使 い方について J

(北里大学病院教育看護科長 猪又克子 )

･新人看護師研修到連 日頻の現準

第 3回 平成 21年 1l/新人看護聴 貞研修の到達 目標 と評価について.話濡提供
7月 9日

(青森 痕立保煉大学副学長 上泉御子)

第 4回 平成 21年

革題提供

(社団法人全 日本病院協会革具 酉葉菜俊)

8月 ー9日

((株) 日立製作所小平記念東京 日立病院看護科長

田中百合子)

第■5回 .平成 21年 1.教育喝 当者研修たついて

2.技術指尊の具体例 について
話題提供

･当院における新入者講師教育担 当者 .実地指尊者の.位置

9月 18日
･教育担当者研修の実際

(東京医療保健大学医療保健学部看護学科学科長 坂本すが)

(北里大学病院教育看護科長 L猪又_克子)

第 6回 平成 21年10■月26日

第 7回 平成 21年12月 7日 i.新入者講師研修に関す る検討会 中間ま とめ (案日 =ついて

o新 人看 護 撤 員研 修 に関 す る検 討 会 看護 師 ワー キ ング グ ルー プ

回数 d･&# El* 議 事 内 容

第 l回 平成 21年
6月 8日 -

蔦 2回 平鹿 21年

○新入者 鼓職 員研修 に関す る検討 会 助産 師 ワー キ ング グルー プ

回数 開催 日時 議■事 内 容

第 1回 平成 22年 1.ワーキ ングゲル- プの進め方等(=つ'いて
2月 18日 2.新人助産師研晦について

第2回 平成 22年 1..新人血産師の到達 日棟 と到達度 (寡)について



[垂二亘]
○新 人看護 職 員研 修 に関 す る検 討 会 保健 師 ワー キ ング ゲ ル- プ

回.数 .開催 日時 ■ 諸 事 内 容

第 1匡l平成 22■年 1:ワ-キング グルー プ設竜 と進め方等について

話題提供

･産菓分野 にお.汁る新 人保健師研修 に由する現状.と課題

6月 22日 (富士通株式会社健康推進本部産業保健指導センター長

小_野 田富貴子)

･.当施由における新.人保健繭教育q)現状 と課題

(.日本赤+字社熊本健康管理センター保虐春雄部長

河津佐和子)

第 2回一平成 22年7月 27日

新人看護職員研修

ガイドライン

(別冊及び保健師編は省略)

平成23年2月

厚生労他省
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はじめに

者執ま､人の生涯にわたるヘルスプロモーションとして重要な社会的機能の一つである｡

その職業人としての第一歩を踏みtt:した新入者謹聴員が､臨床実践能力を確実なものとす

るとともに､看護敬最としてa)社会的責任や基本的態度を習得することは棟めて重要であ

る｡本ガイドラインは.新人看護職員が基本的な臨床実践能力を凍得するための研修とし

て､医敢機隈の機能や規模にかかわらず新人看護職免を迎えるすべての医療機関で研修を

実施することができる体制の整備を目据して作成された.

(ガイドライン牧村の強+)

医療の高度化や在院日数の短縮化,医療安全に対する意観の高まL)など国民のニーズの

変化を背景に､臨床現場で必要とされる絵床実践能力と看護基礎教育で修得する看譲葉践

能力との間には奉故が生じ､その帝熊が新人看護取免の離職の一因であると指摘されてい

る｡看護基礎教育と睦床現場との奉雛を埋めるためには､看護基礎教育の充実をEglるとと

もに､塩昧実践能力を高めるための帝人看護職員研修の実施内容や方法､普及方集につい

て検討し,実施に移すことが求められている.そこで､新人看護搬鼻研修ガイドラインの

策定及び普及のための具体的方策について検討するため,厚生労助省に r新入者読聴員研

#.=肘 る検給 ｣を設臥 ､議鮎 軌 て新人看護職品 鮒 イドラインを作成した｡

なお､保健師業務については.業務形態等が異なることから.新人保像師に必要とされ

る能力の確保のために特記すべき事項について検討し､別途,r新人看護椎員研修ガイド

ライン～保健師編～Jを作成した｡

一方､平成21年7月の保健師助産師看講師法及び看講師等の人材確保の促進に関する

法律の改正により､平成22年4月1日から新たに乗取こ従事する看護職負の韓味研修等

が努力義務となっている｡

(ガイドラインの書庇と長い方)

本ガイドラインは.各医療構閑で研修を実施する際に必要となる事境を記載している｡

新人看護職長研修ガイ＼ドラインの基本的な考え方及び新人看護職員研修と､新人看護職員

研修の効果を上げるために必要な指gL者の育成についても示している｡

本ガイドラインでは,新人看護職鼻の到達目標として1年以内に経験し修得を目指す項

目とその到達の目安を示しI=｡研修体制や研修方法は,各医凍税関の特性,研鰍こ対する

考え方.職員の構成等に合わせて行うことを前提としていることから例示としている｡ま

た､研修プログラムの例と技術指尊の例をあくまでも参考として示している｡各医療機関

においては.新人看護鞍鼻研修を施設内だけではなく,周りのリソースを十分に活用し､

新入者護敬具の到達目標に合わせて研修を自由に組み合わせて実施していただきたい｡



本ガイドラインが新入者謹聴鼻を受け入れるあらゆる医療機関IC研修の企画･立案に際

して活用されることを期待している｡

Z.軒人f&♯A榊 ガイ ドラインの益本的な考え方

1 新人看護職員研修の理念

① 看護は人間の生命に深く関わる職業であり､患者の生命.人格及び人権を尊重する

ことを基本とし､生涯にわたって研鎖されるべきものICある｡新人看護林見研修は､

看護実嬢の基礎を形成するものとして､重要な意義を有する｡

② 新人看護織員を支えるためには､周囲のスタッフだけではなく.全職員が新人看護

職員に関心を持ち,皆で育てるという組織文化の協成が重要である｡この新人看護

職員研修ガイドラインでは､新人看護職員を支援し.周りの全林員が共に支え合い､
成長することを目指す｡

2.基本方針

① 新人看護職員研修は,新入者謹聴鼻が基礎教育で学んだことを土台に.臨床実顔能
力を高めるものである｡新人看護淋員は,新入者建碑鼻研修で修得したことを基盤

に､生涯にわたって自己研鎖することをEl指す｡

② 新人看護職員研修は､看護基礎教育では学習することが困難な.医療チームの中で
複数の患者を受け持ち.多重課題を抱えながら.看護を安全に提供するための臨床

実践能力を弓削ヒすることに主眼を置くことが重要である｡

(卦 医療における安全の確保及び箕の高い看護の擾供は重要な課講である｡安全で安心

な療葺環境を保証するため､医療横間は患者の理解を得ながら組織的に職員の研修

に取り組むものであり､新人看護椎貝研修はその一環として位置付けられる｡

④ 専門職業人として成長するためには,新人看護職員自らがたゆまぬ努力を重ねるべ

きであることは昔うまでもないが､新人の時期から生涯にわたり,推続的に自己研

銭を積むことができる実効性のある運営体制や研修支援体制が整備されているこ

とが重要である｡

⑤ 医療状況の変化や看護に対する患者･家族のニーズに柔軟に対応するためにも,新
入者護林見研修は､常に見直され発展していくものである.

- 3.研修体制

1)新人看護職員を支える体制の構築

① 病院管理者,看護管理者は､自施設の理念や基本方針に基づいた新人看護研修が実

施できる体制の構築に責任を持つことが必要である｡また､理念や基本方針を研修
に携わる敬具全島と共有することが望まれる｡

② 新人看護職員研修は.所属部署の直接の措辞者だけではなく.部署スタッフ全員が

薪人を見守り.幾重ものサポート体制を観戦として構築することが望ましい｡そし
て､新人看護職員が看護の素晴らしさを実感したり.看護に対する誇りが持てるよ

うに､指導者がロールモデルとして､新人看護職員に示していくことが望まれる｡



③ 新人着払職員が塩床現場に原応し､臨床舞践能力を披得するためには.根気強く暖
かい支援が必要である.また､新人を抜取色の不安を穣和するたd)に,敬場適応の

サポートやメンタルサポー ト等の体制づくりが必要である｡そのためには､新人を

困りで支えるための様々な役割を持つ人見の体制づくりが必要である｡

④ 新人看護私兵の研修は医療機関全体で取り組むもの'Cあt)､共通する研修内容等はー

医師や薬剤師等の新人鞍点と合同で研修を行い,手た､専門的な知鼓.技術を有す
る職最を新人看護敬具研修に参画させることも必要である｡そして､医療蝕関内の

多職種との連携を密にとるとともに､新人看社聴良が多聴種の業務を理解するため

の牧舎を設けることが必要である｡

2)研修における組杜の体制

研修体制における細粒例を図1に示す｡施設の規模によっては研修責任者が教育担

当者の役割も担うこともあり､またー研修兼任者と教育担当者と実地指尊者が同-で
あるなど.体制は施殴により異なるが､どの施酸でも､租耗内においてそれぞれの役

割を担う者が誰なのかを互いに認識できるような体制とし､それを明確に示すことが
必要である｡

図 1 研修体制における租織例

研修体制におけるそれぞれの役割を以下に示す｡

① 新人宥妊職具

免許取締役に初めて就労する看護野良のことである,自立して個人の今後の目標を

定め.主体的に研掛こ撃加することが期待される｡

② 実地指導者

奥地指導者は新人有識職員に対して､臨珠舞alこ関する実地指帝,評価等を行う者

である｡宥故鞍鼻として必要な基本的知臥 技術､態度を有し､教育郎旨導ができる
者であることが望ましい｡軍地指導者の1監置は､新入者攻城員に対し継続的に措辞を

行う一人の指導者を配置する方法や各新人着横鞍点に対し複数の指導者が担当する方

法.チームの中で日々の指申者を定置する方法などがあL)､部署の特性や時期によっ
て組み合わせるなどの工夫を行う,

5

③ 教育担当者

教育担当者は､看護部門の新人看護職具の教育方針に基づき､各科宅で声施される

研修の企臥 運営を中心となって行う者であり,実地指導者への助言及び緒尋､また.

新人春雄職長へ指導､評価を行う者である｡有捷勝負の模範となる臨床実銑能力を持

ち.チームリーダとしての調整能力を有し､教育的役割を発揮できる者が望まれる｡

教育担当者の配置は各部軌こ1名以上とすることが望ましい｡

⑥ 研修麦住着

研修責任者は､施設及び看護部門の教育方針に基づき､教育担当者､実地指導者及

び新人看護時貞の研修プログラムの策定､企画及び運営に対する措辞及び助吾を行う

者である｡そして､研修支住着はー研修の企画 ･運営･実施 ･評価の全ての過程にお

ける兼任者である｡また､各部署の管理者や革育担当者と連携を図りつつ､教育担当
者の支援を行い､部署FfLaの現亀も含め新人看破牡邑研修全体を把櫨する｡他施設と連
携し研修を実施する場合は､施設間連携の調整役となる｡

研修吏住着は,研修計画､研修プログラムの策定において､様々な意見や課規を集
約し.研修の鞍黒を評価する能力や.研修の運営における問題解決及び自施設の状況

に合わせた新たな研修計画を策定していく能力が求められる｡研修支佳肴の散在は､

できる限り､各施設に1名配荘することが望ましい.

(9 プログラム企画 ･運営組棒 (栗丘会等)

研修プログラムの策定､企画及び運営を行うための委員会などの組織であり､研修

尭住着の下に殺せする.ここでは､施設間や聴種間の連携 ･調整を行い､最適な研修
方法や研修内容について具休的に検討を行う｡

3)研修体制の工夫

新入者頚瀬見研修等の実施に当たっては､各施設の特性に適した方法を選択したり､
組み合わせたりして実現可能な研修を計画することが望まれる.

① 施設間で連携する工夫
新人看護鞍鼻研修等の充実を図るため,地域､同規模の施設間､医療連携している

施設間で連携する方法や研修の重積のある施設と連携するなどの方法がある｡

声たー施設間での連携を推進するためにも各施設は院内研修を公開することや､都
道府県では協謙会などを設置し地域で施設間連携が活性化するための検討や調整を行

うことが求められる.

② 研修の工夫

･ローテ-シヨン研修に代表される棟数領域の研修 -つの部署では得ることのでき
ない幅広い臨床実践能力を撞得するために有効

･多職種と合同研修会の実施 ･チ-ム医府における/トートナーシップの育成に有効

･研修の謙師として有性基礎教育を行っている着捷教具の活用 看注基従教育におい
て学習した却識･技術とのつながりを強化するために有効

･教育磯関､学会.専門破能団体等で行われているプログラムの溝用 最新の専門的

な知識 ･技術を得るのに有効

･新人看護職長研修の軽鼓が豊かなアドバイザーの活用 施設に適した研修体制や計
画安定が可能

③ 新入者班鞍鼻を支える維持体制の工夫

新人看秩戟且を支える組織体制としては.プリセプターシップ,チューターシップ､

メンターシップなどの方法がある (表 1)｡新入者旺聴良の離職を防止するためには意

図的な溝神的支援の仕組みが必要であるとされているため､その工夫をする必要がある｡



基1 新人寺T3書iLを支える姐魚体朝の例
名 称 定 暮 ■ 用

る. 手本を示す.

(エJL,ダ-刺)

的と成 一 良書Iあ

ら.iE溝. ■実 相書一を果たす. い.

4)新入者抜放負が少ない施設や小規模病院等における外部組接の活用

施設の規模や特性,新入者謙♯A軌 こよって､新入者.&♯A研拝,実地指事者研修一

致音担当者軒掛 ま_各医療施設単独で完焦した研修ができないことがあるため､他医

群披常や研# ･教育機関などの外部組抱を活用したり､社数医粛機関が共同で研修杏

行うことが実情に印していると考えられる｡

Q)他医療機附の活用

小規模ないし単科病院r=おいては､新人事横取Aとしての到連日棟に妃戟されてい
る項目のすべてを体諌することが難しい場合がある｡そのような場合は､近隣の施設で

行っている研修に参加するなどの工夫をする.このような施設間において､研修ができ

るようにするたd)には.総合的な研榛を実施している施設の院内研体を公開することが

求められる.また_地域単位でこのような連携がEEFれるよう都道府県がgl鼓を行うこと

も求められる.

また.実地指辞書.敦育担当者研港は､1施設では受妖舌が少軟であることが想定さ

れることから､一定規模の病院が共同で併催するなど施蛭間の連携がよL)必辛となる.

② 研修 ･教育機関の活用

新人看護職Aが少ない施設においては.新人看護取見研修のうちー無合研修が可能な

研修内容について等門塀能JiZ)体等が行う研修を自施設の新入者接戦且研#I=組み込ん

で行うことも考えられる｡例えば､医療安全.感染管乳 救急弥生などの研修について､

他の機関の研修を活用することが有効である｡

I.*人■書暮且淋

1 研修内容と到達目標

1)臨床実演能力の構造

有様は必要な知鞍､技術､態度を統合した実践的能力を､複数の患者を受け持ち

ながら､優先度を考慮し発揮することが求められる｡そのため､臨床実践能力の構

造として､Z基本姿勢と態度 Ⅱ技術的側面 皿管理的側面が考えられる (図 2)｡

これらの要素はそれぞれ独立したものではなく､患者への君江を適して改床実践の

確で挨合されるべきものである.また､手練基礎教育で学んだことを土台にし.新

人有性tji研港で臨床実践能力を凍み上げていくものである｡

図2 藍珠美践能力の構造

2)到達目標

① 到達目標の項Elによっては､施設又は所属部署で軽挨する機会が少ないものもある

ため.優先度の高いものから修得する｡状況I=よっては到達期間を2年El以降に設
定しなければならないこともあり得る｡その場合には､到達目操a)技術を栓抜でき

る他部署 (他施投)での研修を取り入れる等の対応を検討する｡

② 封建目標は､r有Zt書負として必要な基本姿勢と態度J76項目 (表2)､｢技術的併面｣
69項目 (表 3).新人助産師についての到達目標 28項目 (表 4)_r管理的ml面｣18

項目 (表 4)からなり.新入者捷■Aが 7年以内に軽鼓し体得を目指す項目を示し

ている｡ここでは,1年以内に軽族すべき項目を★で､それぞれの到達の目安を 4

段階で示した｡ただし､1年の術のいつの時点でどこ手でを到達すべきなのれ あ
るいは 1年以内に軽便すべき項目として示していない項目をいつまでに軽抜するこ
とを目標とするのかは個人又は施設が決めていくものとしている｡また,ここでfrl

達の目安として示している rできる｣とは､指尋がなくても新入者磯鞍鼻が自立し
てf旗を実施できることを意味している｡



【看護婦 員 と して必婁 な基本姿勢 と態度につ いての到達 自壊 (表 2)1

看護職 員 と して必要 な基本姿勢 と態度 につ いては､新人 の時淑 のみ な らず ､成長 して

い く過程で も# に臨床爽践韓 力の中核 となる部分で ある｡

★.一年以内に経験し修得をEl指す項B

到達の目安 刀;指導の下でできる Ⅰ.できる一

宅読癖Aとしての自覚と貴~任ある行動 ★★ iI★ I

患者の℡解と患者t賓族との良好な人間開悦の確立 ★ I

★ 】

★ I

★ . Ⅱ

★ I★ I

組和における役割,'心構えの理解と適切 ★ ∫
★ Ⅱ

★ Ⅱ-
な行勤 ★ ー

生涯にわたる主体的な自己学皆の地鉄 ★ I

【技術 的側面 看護技術 についての到達 目標 く表 3)】

★ 一年以内に絶隈し捗符を目指す項目

到達の日東 Ⅳ●知識としてわかる 屯.親電でできる Ⅱ､指等の下でできる l●で壱あ

tltutLrLt 6)温度.温度､換gLi平く洩1玖珠蕪盲､手相機 等の頼 活可政調) *.'★ 到i皇のE3安I
のベ.9--.ン *p

*事肋 技術 E) I ★ Ⅱ

排放li的技術 を舌b.) ★ I
力~-JJ l

Ⅱ

活軸.休息I毛Lコ 行fr .移ー肋の AZI. ★
★ Ⅱ

I

入 ･l ^

tL

BFB朱.諌宝渚1≠助技f布く切10か5℡仁つbヽ~て.全rr砂巨DEするLaf､ドレ-ンLZP入.JWを巧つている虫呑 ■★

口腔ケア . ★
入 ､介EZ)

~★
★ ･1

qg吸.格t東を払える技術 ヽ

D ★ I

ネプLイtT-め ★ 1t

l■ I

F<L/+-a

ll
倒偏曹zZ一畳稚 の ■ 汀

⊂コ の .. 好の市 十 手tI ★
注射､妨 内 射L皮 天主Ag I
内 i 内 Ⅱ

の 借. 甘

与巣の技術 ;夜7T;､ の Ⅱ
と 租の

の 作 蘇
-ソミ′ユl､ の J

正

.レ′くJレの I

tr缶やI処匪技術 =r呼吸 ★ ロー
心一粍マツ -ジ ★のとf一助 ★ 1

止 Ⅱ.､′て-へ T■
1JT JL,イ三′ と

症状.生体伸tt寸LIt 体II ･良の75!盃との℡ 扱い i
･ との取扱い ★■ I

I モ二 一.ー1 の I

■

体 の ー昏 ★
苦痛の泌和 . I漆 3Zeケア

安#確保の凍節 リ ゼ---ヨー 也

I

★ I
■ ★ I

腰幹予防戊折 に発 だ 切 取扱い ★
L と 刺し の ★ T

の JFにfZこ与 ★ I
虫垂確保の技 ■ ★ ー



【技 術 的側 面 .助 産 技術 に つ い ての到 達 目標 (表 4)】

★ :-年以内に綾呈貧し修得を目指す項Ej

到達の目安 Ⅳ 知識 としてわかる EH,演肇でできる Ⅱ 指導の下でできる 1'できる

★■ ･到達の目安

妊直婦 ①正常妊婦の鍵昧診iと絶唱持病､助言 * Ⅰ

★ Ⅰ

⑳内診技術 ★ ト

★. 1

★ Ⅰ

★ Ⅰ

⑦破水の診断 ★■ -工

★ Ⅰ

⑳分娩i折 慌漁への馳 (拝th リラクtZ-シ∃ツ由 ★ 1

★ Ⅰ

★ 1

★ _刀

新生児 ★ I

★ . Ⅰ

★. Ⅰ

★ I

⑳沫浴 ★ 【

*. Ⅰ

★ Ⅱ

裾婦 ★ー i

★ Ⅰ.

★ I

★ Ⅰ

廿

★ Ⅱ

証明書等 ★ Ⅰ
★ I.

【管理 的側 面 につ い ての到 達 目標 (表 5)】

看護 実践 に お ける管理 的側面 につ いて は､ それ ぞれ の科 学 的 ･法 的根 拠 を理解 し.チ

ー ム 医療 に お ける 自 らの役割 を認識 した上 で実 施 す る必要 が あ る｡

★ 二一年以内に紀険し俸得をEL指す墳巳

到達の目安 Il:指導の下でできる 1:できる

牢皇管理 ★★ II

情報車 ★ I
★ Ⅱ.★■ .I
★ Ⅱ

★ ,I

★ Ⅱ

強打管理 ★ I-
i

薬軒等の管理 Ⅱ

Ⅱ

災害.防災等-良 ★◆ Ⅱ★ I

物品由 ★ Ⅱ
★ Ⅱ

コスト管理 ★★ Ⅱ廿



3)到達目積の設定手順

到達目標を設定する上では､施設の規模 ･機能､看護部門の理念､看護敬具の構成,蘇

人看護取良を支援する体制､新人研修にかけられる時間 ･予算ー目指す看護職長像 (どの

ような新人窄謹聴員に育って欲しいのか)を考慮する.また一割達目標は.①項目-②許

細さ-③難易度-④到達時期の頃r=検討する｡

① 項目の設定例 活動休息援助技術の到達目操r=おける頚目

鶏恥JLtLL札代 1●一■■■ tIやLtLJLhr 到革目帝の一覧を参考にL自施設の簡性を韓

fF立･J#tL貢LLQ#ー▲.trbA二見8牝
4 ･■■へのtFLll-】

■tl-e小岩LE■ 亡一+.ーtKO I'■TLJ+→小■■節レイA-LLでのALid}tEaa

② .詳細さの設定例=r車幹子による移送｣ ①で設定し◆た項目ごとに詳細さを設定す

バタ-ンⅠ ′iターンⅡ バターンⅡ る｡各項目をそのまま設定する壌合 (バタ

...榊..a. 一LJjL.....～--,JZ.- ンn)､手取に沿って詳細に設定する場合

L ざ謝 .仲 ,I配. .(′iターン皿)などが考えられる.
③ 難易度の設定例=r車頼子による夢乱 設定した項目の到達状況を判定するときの

タイプⅠ タイプ□ タイプ血 基準となる難易度を設定する 項目にrよって

F岬 'hTLLM )JLJLd+■JE

～ I*++++～bTJLl=幼40◆十.■●■■ 大さいlA■◆■●■■■■tdLR少ttKrtT)
一リ ノL, tt .+tIt+.

④ 到達時期の設定例 r方舟子による移送,I

J■lh
A事;捷

いっまでにその項目を到達するかの到達

;ニここ㌻~ 時期を設定する｡

4)看護技術を支える要素

着払技術のfl)達B棟l=沿って研修内容を組み立てる時には､単に手脚 こ従って実紘

するのではなく､以下の ｢看護技術を支える要素Jをすべて確認した上で実施する必

要がある｡なお,新人助産師については､技術を夷施する対象等がその他の者独職員

とは異なるため､r助産技術を支える要素Jを強認するものとする｡

表6 有様技術を支える要素

1医療安全の砥保

①安全確保対策の適用の判断と実施

②事故防止に向けた､チ--ム医療I.こ必車なつミ=ニケ-シヨン

③適切な率染管理に基づいた感染防止

@家族への説明や助言

3的確な看護判断と適切な看準技術の捷供

③患者の特性や状況に応じT=有頭技術の道択と応用

④患者にとって安楽な方法での看護技術の夷施

Lpr ≡リ;;Flu tZ l-三五.i

①安全確保対兼の適用ゐ判師と夷施
②事故防止に向けた.チーム医療に必要なコミュニケ-シヨン

③適切な感染管理に基づい+=感染防止

鋤きかけ

3的確な判断と適切な助産技術の提供

①科学的根拠 (知推)と蚊李に基づいた助産技術の必要性の判断

②助産技術の正確な方法の熟知と実施によ'るリスクの予測

2 研修方法

l)方法の適切な細合せ

新入者謹聴鼻研修に活用可能な教育方法には表 8に示すようなものがある｡現場で
の教育,集合研修､自己学習を適切な形で組み合わせる｡群義形式のものに関しては,

通信教育や e-ラーニング研修など0)lTを活用した方法もある.また､Off-JT→OJT

OJT-Off-JTのスパイラル学軌 ま効果があると吾われていることから.Off-JTとOJT
は研修日枝に合わせて組み合わせることが適当である4

例えば.医療安全の研修ではte-ラ-こングで自己学習をした後に.シミュレ-シ

ヨンに参加し訓練した後に.実際に蹟床の場において実地指専者とともに手#Iこ沿っ
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て実施してみる｡そして､実施後にチェックリストを用いて､行為を振り返るなどの

頗番で研修を組み合わせながら進める方法が考えられる.

表8教育方法の例

2L)研修の展開

① 基本姿勢と態度に関する研掛ま早期に取り組む.そして､患者の自己決定やプライ

バシーの保講等の医療の倫理的課題に関する事例検討等を適して､看護職員として

の基本的な考え方を確認することが望ましいD

② バイタルサインの観察等,看護の基本となる能力については､医療擁羊の数値にの

み頼って患者の状態を判断するのではなく､実軒に患者に触れるなど､五感を用い

て患者の状態を判断することの重要性を認識させ､その能力を養う必要がある｡

@ 指導に当たっては.OJTにおいてもOff-Jlにおいても.単に新しい知抜 ･技術を
提供するにとどまらず､新人窄ま蔓鞍具が自らー受け持った点者に必要な春雄を考え

判断する能力を養えるよう指導する｡

@ 技術修得は､講載-演習･シミュレーション一塩床現場で実践の版に行うことが有

効である｡まず､シミュレーションを実施し､次に-手技を実際に見せて､実際に

やってもらって危なければ手を添える､-人でやってもらう.といった投降的な

OJTが大切である｡シミュレーションの後には､振り返りを行い.何ができるよう

になったのかー何が課25なのか見出すことが車重である｡特に､侵茎副生の高い行為

については､事前に集合研修等により一新入着犠牲良の件得状況を十分に確認した

上で段階的に実践させる必要がある｡そして.段階 (ステップ)ごとに評価しーで
きなかった場合は1つ前の段階に戻るなど一つずつ確認しながら研修を進ある｡

⑤ 着旺液良は複数の患者を受け持ちながらもー決められた時僻内で僅先度を判断し.
安全に専横を提供する必要がある｡そのため､新人有様鞍鼻研修では個々の知縦や

技術の修得だけではなく､優先板位を考えながら看護を臭抜するための能力を段階
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的に身(=つけられるように指可する｡

⑥ 研修売佳肴は.新人看故職員の職場適応の状況を十分に把捉すると同線に､精神的

な支援のできる専門家によって､新入者蟻僻見や関連するスタッフの支撲体制を整

備することが望ましい.適宜,集合研修の後などに､新人看護職且同士が定期的に

交流できる鳩を設けるなど､日々の研修の中に看竣葵銭の振り返りや日常生活リズ

ムの把握などの掃軸的支援の方策を含んでいることが望ましい.

3 研修評価

1)評価の考え方

新人看護鞍鼻の評価は､修得してきたことの強語をするとともに､フィードバックを

行い､新入者fJt職長が自信を持って一歩ずつ能力を捜得していくために行うものである｡

評価者は､新入者横取良と一緒に考え､励ます姿勢で評価を行う｡

2)評価時期

(》 到達目標は1年間で到達するものとするが.各部署の特性､優先度に応じて評価内
容と到達時期を具体的に設定する｡評価時期は､概ね就職後 1か月.3か月.6か

月､1年を目安とする｡

② 就聴後早期の評価は.新入者譲職員の職場への適応の把握等の点から重要であり

棉神的な文枝も含め綿密l=行う必要がある｡

3)評価方法

① 評価はー自己評価に加え実地指電着や教育担当者による他者評価を取り入れる｡

② 評価にはー到達目標に関するチェックリストなどの評価表(自己評価及び他者評

価)を用いることとし､総合的な評価を行うに当たっては面奴等も適宜取り入れ

る｡

③ 評価は.その時にできない事を次にできるようにするためのものであり,基本的

には臆床実践能力の向上を目指したフィー ドバックを行う｡例えば､技術ができ

たか､できなかったかのみを評価するのでなく､次の行為につながるようにでき

たことを褒め､強みを縫紋し励ますような評価を行う｡

④ 総括的評価は､看護部門の教育担当者又は各部署の所属長が行う｡また､新人看

護ji研捗修了時には,所罷部署や施設単位で修了証を先行するなどの方法もある｡

4 研修手帳 (研修ファイル)の活用

新入者J&職員が自らの目標を持ちー蟻得したJIle力や成果を蓄捧するために.ポー トフ

ォリオやパーソナル77イルと呼ばれる研修手帳 (研修ファイル)の利用が効果的であ

る｡研修手帳 (研修ファイル)は､

･看護職具の成長記録として利用できる

･軽敬の蓄積を可視化することができ-ち

･研修手帳 (研修ファイル)を介して他者へ経験を伝える手段になる

などの特徴がある｡そして､研修手帳 (研修ファイル)は新人研修のみではなく♯税教

育の配録としても利用でき.また所属部署や医療機関が変わっても利用できるものであ
る｡

研修手帳 (研修ファイル)に記載する内容としては.例えば､初めのベ-ジに r将来

目指すものJr今年度目指すものIrそのためのプランJを記載しておくと､牧舎あるご
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とに目標を確認することができる｡研修での資料や記録をはさみ込めるようにしておく
と記載の負担なく経族を蓄積できる｡また r到達EE標のチェックリスト｣を入れておく

と､軽鼓するごとにチェックして利用することができる｡一定期間後､r実施したごと･

分かったこと･考えたこと･成長したことJや r他者からのコメント1を記載してもら

うことで,成長の振り返りを行うことができる｡

5.新人看護職員研修プログラムの例 (表9)

ここでは､新入者複聴員研修プログラムの例を参考までに箱介する｡ここで示す研修

内容はすべて行わなければならないものではなく,各施設の特性に合わせて内容や方法こ

時間数を自由にアレンジする｡また､自施設で行うほか､他施設との共同開催や活臥
都道府県･関係団体等が実施する研修を活用することも有効である｡

表9 新人看護職員研修プログラムの例

宇qF18 方法 ql ､一JIq .き p I-Ill i,D-)T)

I■nJ 十一●とk■

乙fm Aとして雌 な島本●■上■El JAA,よf r1時Jyl十■暮TptlIt･I弁も r 一天牧のk LJ

?tlIr巾 +JF.11}ーJI抜群JllEitIれ■ JLIL.+I qqFLq ･スキンケア ･7r七の予スメシト.伴 }スケアセ■■■

†■prL+ 6NrrEt tS下丘W.P>*内地 ･上兼†ーJI内LiJ+

4}Blい万 lJL+J}■▼

'ト へ のJGtLk計等

丘状.生一事hk℡lEI+ ZLI .茶V +I4II ･●一.■■一 ーJbtbモニタ-

+t甘上やtL+ 六h ■

その一曲 かL書で+■C;tL止 EJLJHLで抑 t■rlt

ttt的村有 一 ･】■火司書

fq一■甘Jt LIL★tlt斗11 lt■

6 技術指導の例 (別冊)

技術措辞の例として､新人看護職員については ｢与薬の技術｣と ｢活動･休息援助技

術J､新人助産師については r新生児に対する技術｣を示している｡"到達目棟'…到達ま

での期間""看護技術を支える要素''"研修方法""手順に沿った指導時の留意点""チェ

ックリスド で構成されているQここでは､看獲基礎療育とのつながりを考慮しており.
新人看護職員がどこまで修得できているのかの確認をすることだけではなく.新入者謹

聴員が気をつけるポイント.指導者にとって指導時のポイントが分かるように示してい
る.

17

<新人看護頼長>

① 与薬の技術

(診活動･休息扶助枝衝

く新人助産師>

新生児に対する援助妓術

El.実地指事者の書成

新人看護職員研修を効果的に実施するために･は指専者の育成が重要であることから,こ
こでは実地指導者の研修を企画する上で必重な到達目標､能力について示す｡

1 到達目標

① 新入者護敬具9)職場への適応状況を把握し､新人有漢勝島へ基本的な看護技術の
指導及び精神的支援ができる

② 施設の新人看護職邑研修計画に沿って,教育担当者､部署管理者とともに部署に

おける新人看護観点研修の個別プログラム立案,実施及び評価ができる

2.実地指導者に求められる能力

･新人看護柵員に教育的に関わる能力
･新人看護腺鼻と適切な関係性を放くコミュニケーション能力

･新人看護職員の産かれている状況を把壊し,-掛こ問題を解決する能力
･新入者抜取鼻研修の個々のプログラムを立案できる能力

･新人看護搬員の感床実践能力を評価する能力

以下の内容を学習し､役割を遂行できる能力を身につけていることが必要である｡

(D 知識

･新人看護職員研修体制と研修計画
･新人看護職員研掛 こおける蛮地指導者の役割

丁看護基礎教育における到達EI標と到達度

･r新人看護職員研修ガイドライン｣の理解

･新人看護職具が怖LJやすい研修上の間者や困難とその解決方法

･指導方法や教育的な関わり方

② 技術
･新入者-&恥員の臨床実践能力に合った指導をする技術

･支掛こつながる評価技術

･円滑な人間関係の構築のためのコミュニケ-シヨン技術

･個別の研嘩計画を立案する技術

◎ 葵勢 ･態度

･相手を尊重した態度で指導する

･一緒にどうしたらよいのか考える

･認めていることを伝え､励まし､新人看護職最の自立を支援する

･新人看護職点との関わりや指導上で､困難や開成と感じ+=場合は.教育担当者や部
署管理者へ相談,助言を求めることができる
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3 実地指導者研修プログラムの例 (衰 10)

実地指呼者研修プログラムの例を紹介する｡ここで示す研修内容はすべて行わなけれ

ばならないものではなく､各施設の特性に合わせて内容や方法.時間数を自由にアレンジ

する｡また､自施設で行うほか-他施設との共同限値や活用､都道府県.限係団体等が実
施する研修を活用することも有効である｡

実地指導者に対する研修においては､指導者としての不安･負担感を軽減することを目
的として､各部署の所毘長文は敦育担当者による面接や支援のための研修を定期的に実施

する必垂があるといわれている｡

蛮10 実地指導者研修プログラムの例

L>■ttt) ー力法 774-JI※l0-12月 +■よ七十-jIl 5JI.roll.3月
12dF; ■-1司 3 raX3E)

JIti -浅内d)鞍†ttt1-iEJe稚拙 の役al

2∬人手JI捗の現状 AF与 -8泌 牡鼓す0現tt

J1=宇野等 用した宇y刃:堤･++JlJ

LJtSF℡ ･コーチング

Ⅰt ･着JXZt瀬の打点方法の套蒲

ポ人手JLllA一l仲の柵と813玉L) ま甘

Ⅳ.教育担当者の育成

ここでは.教育担当者の研修を企画する上で必要な到達El標､能力について示す0

1 割連日榛

① 新入者出職員の破場_～の適応状況を把握し､新人看護勝負研修が効果的に行われ
るよう､実地指帝者と新入者牧瀬負への指導及び播神的支援ができる｡

(診 施設の新入者諏職員研修計画に沿って､部署管理者とともに部署における新人有

言漫職員研修計画の立案と実施 .評価ができる｡
③ 新入者練栂良同士､実地指導者同士の意見交換や情報共有の場を設定し∴新入者

'di職員の築地指導者との関係調整と支援ができる｡

2 教育担当者に求められる能力

･部署での新入者機職員研修を集合研修と部署での研修の連動の促進できるように企
画 計画する能力
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･最適な研修方法を選択して､新入者謀鞍鼻及び実地指申者に教育的に関わる能力

･新人声謙職員の実卿 旨中音との関係調整する能力

･新人有頭滴帥 廠 箕耶 臥 研尉 憎 などの評価師 う馴

･研修責任者より示された新人管領聴員研修のEl標や研修体制を理解し､部署のスタ
ッフに分かりやすく伝達する能力

･研修計画を円滑に運用できるよう部署管理者や実施指導者を始め､部署内のLRタツ
フに説明する能力

･新人看護職員研修に掛係するすべてのスタッフと適切な関係性を築くコミュニケ-
シヨン能力

･新入者謙吸鼻の臨床実践能力の修待状況,新人看拝聴負の毎かれている状況を把握

した上で､実地指辞書の指導上の同店を一緒に解決する能力

以下の内容を学習し､役都を遂行できる能力を身につけていることが必草である｡
① 知'#

･新人看護赦免をめぐる現状と訣想

･新入者謙職員研修体制と研修計画

･新人看世故艮研修における教育担当者の役割

･新人看読破員の受けた看領基礎教育の内容と到達El標及びその到達度
･r新人看護瀬見研修ガイドライン｣
･新人看護敬具研修を通しての臨床実妹能力の構造

く新人窄社私見の指軌こ当たって､到達目棟で示した r基本姿勢と態度J､r技術的QI
面｣.r管理的側面｣は､3つの別封(互いに関連しあい.統合されて初めて臨床実践
能力が向上するということを理解する｡)
･成人学習者の特徴と教育方法

･指導方法や教育的関わり方

･実地指導者が種族しやすい新入者凍職員研掛こおける指導上の問題や困難とそ､の不
安,負担感を軽減する解決方法

･評価の考え方とその方法ー及びフィードバック方法

② 技術
･具休的な指導方法や評価する技術

･年間研修計画.個別の研修計画を立案する技術
･一人ひとりの臨床実践能力にあった指導をする技術

･新人看護鞍鼻を育てる組織風土づくりができる技術

･間男豆解決技法

･円滑な人間関係の構築のため調整やコミュニケーション技術

(罫 姿勢･態度
･相手を尊重した態度で指導する

･-*にどうしたらよいのか考える

･新人有性鞍点の自立を支援するように.認めていることを伝え励ます

･新人看護職負､実地指導者および部署の所属長と良好な関係を築くことができる

3 教育担当者研修プログラムの例 (表11)

教育担当者研修プログラムの例を紹介する｡ここで示す研修内容はすべて行わなければ

ならないものではなく､各施設の特性に合わせて内容や方法ー時間数を自由にアレンジす
る｡また.自施現で行うほかー他施設との共同開催や活用.都道府県･鮒係団体等が実施
する研捗を活用することも有効である｡

なお,この例においては､対象者は実地指導者研修引掛こ受け,実地指導者としての軽
験がある者としているたれ 必要があれば実地指導者研修の内容を追加することを前提と
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し作成している｡

表11 教育担当者研修プログラムの例

,研修項目 方津 -3 9■月一11月
8 6 1 〉(6l一

教育担当者の役割 芸

tft兼官

功壷 必要な知耗

演習 兼の坂村 ･実地状況の報告

V.研書計画､研書林朝等の評書

研修責任者等は､新入者謙称鼻研修､実地指導者及び教育担当者の研修終了時の評価

だけではなく､研修終了後､夷銭の場での事後評価を行い､その編集を祐まえて研修の

内容や方法について見直し,研修計画の修正や翌年の研修計画の策定に役立てる｡

1.研修終了時の評価

研修終了時の評価は､研修の評価として研修プログラムの妥当性や適切性を確認し､

研修プログラムの目標の達成度を判断するものである｡基本的に評価は.研修に関わる
すべての人が評価対象になる｡

① 研修における日捺､内容.方法,研修体制,講師.教材の適切さ､研修の開催時
期､時間､場所,評価時期､軽費の適切さなどの叛捗の企画 .運営の評価

② 新入者試聴員の到達目標の達成度

◎ 研修参加者の研修達成感や満足度の評価

などを行う｡

2 研修終了後､実践の塙での事後評価

研修の成果として兵務における新人看護職員の役割遂行の状況を評価する｡

(9 新人看護職員の乗務を遺して､研修内容.=ついて､その重要性及び実用性,さら

に深めたかった内等,研修内容にはなかったが新たに取り上げて欲しい内容など
研修の企画 .運営の評価

② 新人看護職員の自己評価 ･他者評価による成果の評価

③ 新入者は職員の事後評価と関連付けて,実地指尊者及び教育担当者の育成や施設

の研修体制の評価

などを行う｡
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3.評価の活用

新入者津酸鼻研修は､各医療機関の理念に基づき設計されている｡上記 1,2の新入者
謹聴員研修の評価を通じて､研修の理念,基本方針が適切であったか､各医療機関の自

席達成に葉献しているかなどを評価し､組織運営にフィー ドJtックすることにより活用

する｡
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はじめに

近年､国民の医療への意識が高まり､看護職員に対する期待も大きく

なっている｡また､保健医療福祉サービスの内容､方法､塩の多様化が

進んでおり､看護職員には他職種との連携や役割の拡大などが期待され

ている｡こうした保健医療福祉の変化や国民の期待に応えることのでき

る看護専門職としての基礎的能'力を有する看護職員を育成することが

看護教育の喫緊の課題となっている.

看護教育については､厚生労働省においてこれまでも多くの検討会が

行われ､提言が重ねられてきた｡その中で､今後の我が回の看護基礎蘇

育の抜本的な検討の方向性として､我が国の社会と保健医療福祉制度の

長期的変革の方向性を視野に入れrC教育の方法や内容､期間について検

討が必要であるとされたとこノうである 17g

看護職員には､知的 .倫理的側面や､専門職として望まれる高度医療

への対応､生活を重視する視点､予防を重視する視点及び看護の発展に

必要な資質 .能力が求められる｡そのため､看護基礎薮青については､

チーム医療の推進や他職種との役割分担 .連携の進展が想定される中､

看護に必要な知喜萌や技術を習得することに加えて､いかなる状況に対レ

ても､知和､思考､行動というステップを踏申最善の看護を提供でき香

人として成長していく基盤となるような教育の提供が不可欠であると

の見解が示されている2㌧

さらに､免許取得前の基礎教育段階で学ぶべきことは何かという点香

整理し苛がら､現在の修業年限を必ずしも前提とせずに､すべての宅嘩

師養成機関において教育内容､教育方法などの見直し･充実を因るべき

であるとの意見も取りまとめられている 引｡

本検討会は､このような看護基礎教育の発夷 ･改善の方向性を示唆す

る提言等を踏まえ､看窪基礎教育で学ぶべき教育内容と方法に焦点をあ

てた具体的な検討を行うた吟に平成 21年4月28E)に設置され､①免
許取得前に学ぶべき事項の整理と異体的な教育内容の見直し､壁)看護師

集成機関内における教育方法の開発 .活用､@効果的な臨地実習のあり

方､⑳保健師及び助産師教育のあり方について､平成 23年 2月7日ま

で9回にわたる検討を行った｡

llr篭窪師基破教背の充集に班する壌討会報告寺1(平成19年4貝2OB),

書‡ドrsiiFo,BFZto,荒,#J=a't35FP是 講 慧 詔 誓粍 甥 指 t(芸,%20Ea 7㌔38Ja翫 ヨ)｡

1

なお､本検討会において教育内容､教育方法の詳細Tj:検討を行うため

に､保健師 ･助産師 ･看護師教育それぞれのワーキンググループを設置

した｡

一方､平成21年7月 15Elに ｢保健師助産師看護師法及び看護師等

の人材確保の促進に関する法律の-部を改正する法律｣が公布され､平

成22年4月1日より保健師及び助産師の修業年限が6月以上から1

年以上となったことから､保健師 ･助産師教育ワーキンググループにお

いては､法改正の趣旨を踏まえ､保健師及び助産師教育のさらなる充実

に向けた検討を行った.その検討結果を踏まえ,本検討会において平成

22年 11月10EIに ｢看護教育の内容と方法に■関する傾討会第一次報

告｣を取りまとめた｡また､看護師教育については､看護師教育ウ-辛

ンククループの検討結果を踏まえ､本検討会において取りまとめを行っ

たところである｡

本報告においては､最初に看護師教育の教育内容と方法について検討

結果を報告し､続いて保健師 ･助産師 ･書講師教育に共通する今後の課

題等についての提言をまとめ､本検討会の最終的な報告とするものであ

る｡

Ⅰ.看護師教育の内容と方法について

1.萄護師教育の現状と課題

具体的な検討に先立ち､看護師教育の現状と課題を整理した｡

○若い世代においては生活体験が乏しくなっているQそのため､看護師

養成機関で学FFh学生も全体的に_生酒休騒が乏しく､教育を行う上では

教員の丁寧な関わりが必要となっている｡一方で､丁寧な関わりが学

生の主体性や自立性を育ちにくくしている側面もあり､教員は葛藤香

感じている｡

○また看護師養成所 (以下､｢薫成所｣という｡)では､社会人経験のあ

る学生も増えてきており､学習状況や生活体験など様々な面で学生陶

の差が広がっている｡そのため､個々の学生のレディネスに合わせた

教育を行うことが難し<なっている.

0着講師教育においては､限られた時間の中で学LSlべき知識が多くなり､

カリキュラムが過密になっている｡そのため学生は主体的に思考.して

学ぶ余裕がなく､知識の習得はできだとしても､知識を活用する方汰

を哲得できないことがある｡

○臨地実習では､在院日数の短縮化により学生が実習期間を通して一人
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の患者を受け持つことが難しくなっている｡まr=､患者層の変化や患

者a)権利擁護のため複とにより､従来の対象別 ･場所Suの枠組で実習

を効果的に行うことが幽難になってきており､目的に合った学習体験

の機会が確保できにくくなっている.

0学生は新しい実習場に適応するのに､一定の時間がかかる｡そのため､
短期間で実習堤が変わる現在の実習方法では､学生が各Jqの実習虜で

十分に学習することが風乾になっている｡

○臨地実習では､実際に対象者の看護を行うことよりも看護過程の展開

に掛する思考のプoセスに重きを置いて指導することが多く､技術等
を実践する横会が減少している渡合も見受けられる｡

○養成所における教育では､実践の場で学習を行う渡合のみ臨地実習と

みLj:すことになっている｡そのため､その日の臨地実習が終了した後

に､必要な文献を園書館で調べたり､実習記録をまとめたりしている

状況であり､課題をこなすことに手一杯で､自分で考えて行動すると

いう学習ができなくJISつている場合もある｡また､臨地実習のオリエ

ンテーション､体験の振り返り等を臨地実習以外の時間で実施してい

るr=め､ますますカリキュラムが過密になり､学生､教員共に余裕が

無くなっている｡このように､看護師教育については多くの課題が義

畠｡

2.看護師に求められる実践能力と卒業時の到達E)標

本検討会の課宋喜の-つである看護師の免許取得前に学ぶべき内容を

導書出すために､始めに看護師に求められる実践能力と卒業時の到達El

標を検討した (表 1)｡検討に当たってfd:､前述の書講師教育の現状と

課題､本検討会において表明された意見､国際看護師協会の看護師の鶴

力の枠組 47･5)や､｢看護学教育の在り方に関する検討会報告書J(文部

科学省)で示された ｢看護実践能力育成の充実に向けた大学卒業時の到

達目標｣の枠組 臥を参考にした｡

1)看護師に求められる実践能力

看護師に求められる実践能力とL/て次の5つの能力を設定しrC｡

41国際篭艶師協会 (2.003)/巳本宅汲協会 (釈)(2006);ジェネラリスト.ナー
スの国腰能力頒革フレームワーク.インターブ~シヨナルナ-シンクレビュー29
(3).pp109-119.
5日nt8rnatZonalCouncll0fNurses【2008日 NursJngCareConthuum
frarTIOWOrkandCompetonci8S
6)｢舌鼓学教育の在り方に関する検討会戦告Jく文部科学省.平成16年 6月 26日)
で示された ｢菅議爽践能力育成の充爽に向けrc大学卒業時の到達目標Jの枠組｡
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Ⅰ ヒューマンケアの基本的な能力

II 相拠に基づき､看護を計画的に実践する能力

Ⅱ 健康の保持増進､疾病の予防､健康のEi)復にかかわる実践能力

Ⅳ ケア環境とチーム体制を理解し活用する能力

Ⅴ 専門職者として研媒し続ける基本能力

2)卒業時の到達目標

到達目標は､看護師に求められる実践能力に合わせて5つの群に分け

て作成した｡なお､平成 20年2月に示された r看護師教育の技術項冒

と卒業時の到達度｣71は､Ⅱ群Gの 22｢看護援助技術を対象者の状態

に合わせて適切に実施する｣の異体的な内容を示したものと位置つける.

(1)Ⅰ群 ヒューマンケアの基本的な能力

構成要素を ｢対象の理解｣､｢実施する看護についての説明責任｣､

｢倫理的な看護実践｣､｢援助的関係の形成｣とし､看護師が人間を対象

としてケアを実施するために必要な能力について到達目標を作成した｡

(2)Ⅱ群 根拠に基づ書､看護を計画的に実践する能力

構成要素を ｢アセスメン̀卜｣､｢計画｣､｢実施｣､｢評価｣とし､看護を

計画的に実施する能力としての到達目標を作成した｡

(3)Ⅱ群 健康の保持増進､疾病の予防､健康の回復にかかわる実

践能力

構成要素を ｢健喪の保持 ･増進､疾病の予防｣､r急激Tj:健康状態の変
化にある対象の看護｣､｢慢性的な変化にある対象の看護｣､｢終末期にあ

る対象への看護｣とし､健康状態に合わせた到達目標を作成した｡

(4)Ⅳ群 ケア環境とチーム体制を甥解し活用する能力

構成要素壷 ｢看護専門職の役割｣､r看護チームにおける委譲と責務｣､
｢安全なケア環境の確保｣､｢保健 .医療 ･福祉チームにおける多職種と

の協働｣､｢保健 ･医環 ･福祉システムにおける看護の役割｣とし､ケア

を提供する環境と協働について到達El標を作成した｡

(5)Ⅴ群 専門職者として研鎖し続ける基本能力

権威要素をrr継続的な学習｣､｢看護の巽の改善に向けた活動｣とし､

卒業後も専門職として働書続けるに当たっての基本的能力について到

達包標を作成した.

71｢助産BT)､f護師教育の技術項白の卒業時の到達度について｣における別添r音
錘師教育の技締項白と卒業l静の到達度｣厚生労触省医政局錬長通知(平成20年 2
月8日付け医政t宛第0208001号)｡
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3.看護師教育における教育内容と方法

作成した ｢看護師に求められる実践能力と卒業時の到達目標Jに示さ

れるような実践能力を身につけるため､免許取得前に学ぶべき教育内容

と方法について検討した｡

1)看護師の免許取得前に学ふべ竃教育内奄

○免許取得前に学ぶLべき教育内容を検討し､｢看護師等責成所の運営に

関する指導要領について｣a)(以下､｢指導要領｣という｡)における

別表3の ｢教育の基本的考え方｣と ｢留意点｣の改正案を作成した

(表2)｡検討に当たっては､｢保健師助産師看護師学校責成所指定規

則｣97(以下､｢指定規則｣という｡)の別表3に示されている教育内

容及び単位数による教育を前提とした｡

○表2における ｢教育の基本的考え方｣の1)-6)を､｢看護師に求

められる実践古EZ力と卒業時の到達目標｣に示された内容に対応させた｡

1)及び2)は Ⅰ群に､3)はⅡ群に､4)はⅢ群に､5)はⅣ群に､
6)はⅤ群に対応させた｡

○専門分野Ⅱの ｢留意点｣については､｢看護の対象及び目的の理解｣

は看護師教育の大前提として十分に普及していると考え削除した｡次

に､指定規則における別表3の備考3に基づいて教育内容を横断的に

組み合わせた科Elを設定レた場合にも対応できるように､｢講義､演

習､実習を効果的に組み合わせ､看護実践能力の向上を図る内容とす

る｣､ ｢健康の保持増進､疾病a)予防に関する看護の方法を学ぶ内容

とする｣を加えた｡

また､卒業時の到達目標において看護の対象者を健康状態で表し近

一万で､対象者の成長発達段階の理解についてはこれまでと同様に教

育内容に含まれることを示すために､ ｢成長発達段階を深く理解し､

様々な健康状態にある人々及び様Jqな場で看護を必要とする人々に

対する看護の方法を学IST内容とする｣を加えた｡成人看護学､老年看

護学､精神看護学に記載されていた留意点については､普及が図られ

たものとして削除した ｡

○近年､地域における医療提供については､在宅だけでなく老人保健柿

設､特別養護老人ホーム､クル-プホームなど様々な場に広がり､こ

8)｢看護師等艶成所の運針こ関する指g要領について｣(平成13年1月 5白けrl健
改発第5号｡叢綴改正平成22年4月58).
9)｢保健師助産師看浅師学校集成所指定規則｣(昭和 26年8月 iO E]付rl文部省 ･
厚生省令一号.最終改正平成23年1月 6日)｡
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れらの場所で暴期を迎えたりするなど､医療サービスや医療提供の億

が変化している｡こうした変化に対応できるようにするため､統合分

野の在宅看護論については､多様な場での療嚢生活に対応した教育内

容を展開できるように､留意点でr在宅｣と示していた箇所を｢地域｣

に変更した｡

2)看護師に求められる実践能力を育成するための教育方法

(1)講義 .演習 ･実習の効果的な組み合わせ

○専門基礎分野と専門分野の教育内容を関連つけるよう狂教育方法を

用いることで､専門基礎分野の学習効果が高まることが考えられる｡

例えば､専門分野の教員が専門基礎分野の｢人体の構造と機能｣や｢疾

病の成り立ちと回復の促進｣等について看護へのつながりを示すこと

で.学生がこれらの教育内容は看護を行うために必要な知識であると

理解することができたとの意見があった,このような教育を行うため

に,専門基礎分野と専門分野の教員が一つの科目を分担して教授する

など､分野を超えた教育体制をとることも必要である｡

○外国の看護教育では､知識と実践を統合するために一つの授業科E=こ

おいて講義と実習を交互に行い､知識と乗践誉効率的に統合させてい

くような教育方法を取り入れているとの意見もあった.このような教

育方法を手かかりにし､我blEElでも看護教育における新しい教育方法

を開発していくことも必要である｡

○学内でシミュレーション等を行うなど臨地実箸に向けて準備をして

おくことにより､効果的に技術を習得することが可能となる｡特に鹿

浜性の高い技術は､対象者の安全確保のためにも臨地実習の前にモチ

ル人形等を用いでS/ミュL,/-S/ヨンを行う演習が効果的である.

0臨地喪習で経験できない内容 く技術など)は､シミュレーション等に
より学内での演習で補完する等の工夫が求められる.

0指定規則の別表3で規定されている教育内容における看護の領域こ

との講義 ･実習だけでなく､領域を横断して授業科Elを設定したり､

指定規則の教育内容毎の単位数にとらわれず単位を設定することに

より､教育効果をあrlることも可能である｡特に臨地実習においては､

実習施設や対象,者の特性に合わせて領域を横断して教育内容を組み

合わせて実習を行うことにより､教育内容が変わる度に実習施設が変

わることや実習施設の確保等の課･題が解消され､実習期間を有効に活

用することが可能となる8
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○指定規則における別表3の専門基礎分野や専門分野及び看護領域間

で重複するような教育内容は,卒業時の到達白標が達成されるように､

学校羨成所が定期的に見直すことで､効果的 ･効率的に教育を行うこ

とができる｡

(2)講義 ･演習における効果的な指導の方法

○看護師教育の早い時期に行われることが多い専門基礎分野の教育に

おいては､学生の興味関心が高まるように看護と関連つけた事例を用

いるなど教育方法蓉=天L,､専門基礎分野の教育内容が看護の役に立

つ内容であること菅意識できるよう教授することがさ温ましい｡

○学生が自己の看護実践についての分析力､統合力を鼻につけるために

は､技術の習得に焦点をあてr=演習や臨地実習において学生が実願に

体験する機会を多くし､休験の後には必ず振り返りを行うことが効果

的であるq

O認定書講師や専門看護師など､学生のB標に繋がるような看護師と学

生が関われるよう､講義や演習を設定することにより､学智の動棟つ

けとなることが考えられる.

0演習において実習施設から招いた専門家の指導を受けることにより､

臨床で用いている新しい技術を学ぶことができる｡また､臨地実習の

際に既知の指導者がいることで学生が実習に取り組みやすくなる軌

黒が考えられる.
0シミュ.レ一夕ーを活用する学習は､技術の獲得においては効果的であ

るが､コミュニケーション能力を伸ばすには限界がある.模擬患者を

利用するなど､コミュニケーション能力を補完する教育方法を組み合

わせる必要カーある｡

○学生の実践能力の向上を図る教育を行うためには､高額なSJミユレ一

夕-等の機器は複数の蔑成枚閑や病院間で共有LJ､機器を保育で邑Tj:

い養成機関においてもシミュレーターを用いた演習ができるように､

地域で効果的に活用するH:組みを作ることも必要である｡

(3)効果的15:臨地実習の方法

○臣荒地実習では､卒業時の到達目標を達成できるようにするため､実習

場でL,か体験できZ3:いことは確実に体験できるよう琵極的に調整し､

その後の振り返り蓉充実させることが重要である｡

○学生の自律的な学習を促進するためには､日々の学生の体験及び実疏

能力の習得状況を確認し､その学生の状況に合わせた関わり方をする

必要がある｡
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○乗践能力を育成するためには､実践と思考を連動させLj:がら学ぶこと

ができるようにする必要がある｡そのためには､実習の事前準備や実

習中あるいは実習後に振り返りを行うことが必要である｡また､提供

する看護のエビデンスを確認するための文献検索や､患者に合わせ近

技術を提供するための演習なども実習の効果を上[1るためには必要

である｡

○このように臨地実習を充実させるためには､看護実践の場以外で行う

学習も臨地実習に含めることが望ましい｡rCだし､実践の壕以外で行

う学習は､実践の場における学習時間を+分に確保した上で､その日

的を明確にし､計画的に行う必要がある｡

○看護の領域別に実習虜が変わることによる弊害を解決するためには､

一つの実習環で時間をかけて卒菓時の到達目標に達するように実習

を編成することも効果的である｡

○従来の看護の領域別に行う碕地実習ではなく､対象者の健康状態や特

性､病棟又は施設などの看護央銭の甥を弾力的に組み合わせて実習香

行う場合は､学生がどのような対象者に関わり､とめような学びをL

rcかを､教師と学生双方が共通に認識できるようにする必要がある｡

そのためには､体験した内容や獲得した能力を記郵LrCもの くボート

フォリオなど)を活用することが効果的でお声｡このような学習の記

録により､教育肉声が網羅された効果的な臨地実習を行うことが可舵

とな尋｡

○看護師藍成機関及び実習施設が協力し､実習施設において学生が活用

できる図書や IT環境を整えるなど､学習環境を充実させる必要があ

る｡

3)学生の実践能力向上のための教育体制

(1)教員及び実習指導者の指導能力の向上

○教育の質を高めるためには､r教員が自己の教育方法を舘に見直すとと

もに､看護師養成機関としても､教育方法の見直しについて細織的か

つ定期的に取り細めるような仕組みを設けることが必要である｡

○学生が看護の考え方を深め､実践能力を向上させていくことができる

ように振り返りの指導.を行うためには､教員や実習指導者は看護実践

の濠の出来事や学生の体験等を教材化する能力を向上させることが

必要である｡



○実警指導教員 10)については,配置が望ましいとされているものの､

特に要件が規定されていない.喪習指導教員は臨地実習において専任

の教員と同程度の指導ができることが期待されることから､実習指導

に関する何やかの研修等を受け､質を高める必要がある｡

(2)教員と実習指導者の役割分担と連携

○臨地爽翌の学哲効果を高めるためには､教員と臭習指導者の合同会議

を開催するなど､両者が学生の学習状況等について情報共有等を行ラ

ことが必要である｡

○教員と乗習指導者がそれぞれの役割を果rcすr=めには､両者が協働し

て実習指導を行うことが望ましい.その際は､学生の進度状況を共有

し､指導を適切に分担していくことが必要である｡特に､臨地蛮習で

体験したことの振り返りにおいて､教員又は実習指導者のいずれか〟

直接指導できるよう指導体制を整えることが必要である｡そのため､

教員と実習指導者ともに現行の規定以上の人数を確保することが望

まれる｡

4.修業年限にとらわれない看護師教育で挙Li7べき内容

現行の看護師教育の修業年限は3年以上であるが､これにとらわれ守

に教育することとした渡合に､学ぶべき内容は何かについて検討した.

1)修業年限に関連LrC看護師教育の現状

○申成20年の指定規則の改正において修業年限が変わらないまま単也

数が増加したことから､3年間で教育を行うには過密なカリキュラム

となっており､教育目標を達成するのか困難な状況になっている｡

○近年､養成所では社会人経験のある学生が増えており､学生層が=檀

化してきている｡基礎学力が十分とは言えない学生に合わせて教育香

行うと､社会人経験のある学生にとっては物足りない内容となる｡両

者のギャップが大きい中､現行の教育体制 ･方法では､両者に対し同

L)教育期間 ･教育内容で卒業時の到達目標を達成できるように教育を

行うことは困難な状況である｡

2)修業年限にとらわれない場合の教育内容

○現在の学生の状況から考えると､看護師教育の初期に基礎的な学力香

高め､看護師教育の内容を十分に理解できるようにすることが必要で

10)前掲81の指導要領の第4-4でr実習施設で学生の指削こ当7Eる書経油長を夷習
指導教員として確保することが包ましいこと｣と規正している.
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ある｡

○そのため､現行の指定規則における看護師教育の教育内容と単位数を

国家試抜受験賀格の要件としつつも､教育内容を拡充して看護師教育

を行うことも考えられる｡

○修業年限にとらわれない場合の教育内容の発実の方向性はいくつか

考えられる｡

①いわゆる初年次教育としての読解能力や,数的処理能力､論理的能力

をより高めるための教育内容や､人間のとらえ方やものの見方を漕

斧するための教義教育の充実

②免許東得前に学ぶべき教育内容r=加え､今後の看諌師の役割拡大を

視野に入れた専門基礎分野の教育内容の充実

③養成所が設置されている地域の特性を踏まえた教育内容の充実

o個々の鷲成所が自らの教育理念や学生の状況tこ応じて6)から③を複

数選択し､組み合わせて教育を充実させることも考えられる｡

Ⅱ.今後の保健師 .助産師 ･看蓬師教育の内容と方法について

1.看護職員としての ｢能力｣を､育成する教育への転換

〇本検討会の成果の一つは､保健師 .助産師 .看護師に求められる実践

能力を明らかにし､卒業時の到達El標を作成したことである｡

○館力を育成する教育については､平成 20年7月の ｢看護基礎教,膏の

あり方に関する懇談会論点整理｣ll)において､看護職員に求められる

資質 .能力が示され､｢能力｣を身につける教育が看護基礎教育の充

実の方向性であると提言されている｡

〇本検討会では､検討課題の一つである免許取得前に学ぶべき事項につ

いて､最初に保健師 ･舶産師 ･看護師に求められる実践能力について

検討し､これを踏まえて､｢卒業時の到達目標｣を設定L/た｡

○保健師 ･助産師教育においては､｢助産師教育の技術項目と卒業時の

到達度｣121及び ｢保健師教育の技術項E]と卒業時の到達度｣18)に基

づいて検討L'た.これらの技術項目は対象者等の状況を見極め､具体

的T3:介入方法を選択し実際に支援等を行うという思考 .判断 .行為の

プロセスを含む保健師､助産師の実践能力を表していると考えられ伝

ll)r着謹基好教育のあり方に即する感班会論点選理｣(平成20年7月 31E])｡
12)｢且h産師.看護師教育の茨術項目の卒業時の到達度｣について (平成20年2月
8日付け医政着発第0208801号)の別添 ｢助産師教育の技術項目と卒業時の到
書BEJ.
13)｢保健師教育の技術項E]の卒業時の到適度｣について(平成20年9月 19日付
け医政着発第0910001号)の別添r保雄師害肝胃の技師頃日と卒業時の2U速度｣｡
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-詔

からである｡

○看護師教育については看護師に求められる嚢践能力全体について検

討を行い､卒業時の到達目標を設定した ｡

○保健師 IeZ]産師 ･看護師教育における卒業時の到達目標を達成するた

めの教育内容が､各々の免許取得前に学JSlべき内容となる｡今後､保

健師 .助産師 ･看護師教育を行う集成所においてlま､広い視野でこれ

からの看護の方向性を考え､学生が深<看護を考えることができるよ

うに､卒業時の到達目標を達成するための教育内容と教育方法につい

て入念に検討し､異体的な教育内容を設定することが求められる｡

○まIE､学生が状況に応じて多くの知識を組み合わせて活用し､役割を

果たす能力を獲得できるような教育方法の開発も求められる .

0保健師 ･助産師 ･看護師に求められる実践能力は､卒業した後も実務

経験を通して発達していくものである.看護基礎教育においては､自

己の実践能力を評価し継続的に学習していく能力を教育が必要であ

る｡

2.免許取得前に学ISiべき教育内容の考え方

○保健師 ･助産師 ･看護師教育のいずれにおいても､今後強化すべき教

育内容は､次の①から◎に示すとおりである｡これらは､専門家とし

て自覚的に役割を果たしていくためのヒューマンケアの基本的な能

力の基礎となる内容である｡

Q)人間性のペースになる倫理性､人に寄り添う姿勢についての教育

②状況を見極め､的確に判断する能力を育成する教育

◎コミュニケーション能力､対人関係能力の育成につながるような教

事∃

@隆康の保持増進に関する教育

◎多職種間の連携､協働と社会栄源の活用及び保健医療福祉に関する

法律や制度に関する教育

◎主体的に学習する態度を養う教育

○助産師や看護師には､対象者の生命の維持や､身体の苦痛を早期に和

ら(1るための技術が必要であることから､J=記の教育内密に加え､緊

急時の対処能力の基礎となるフィジカルアセスメントについて強化

する必要がある｡また､疾病がどのよう1-t_生活に影響するかを心身両

面からアセスメントし､予測して対応する能力を培う教育も必要であ

る｡
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○保健師には健康危機の予防や対処のために.行政保健､産業保健､学

校保健の各領域において､健康危機のアセスメントを行うことができ

る教育が求められる｡

3.看護基礎教育における効果的な教育方法

1)講義 ･演習 ･実習の組み立て汚

○学生は､臨地実習において講義や演習で学んだ知識を統合して個別の

対象者に合わせて看護を提供できるようになることが期待される｡そ

のため､演習で判断する能力を身につけ､結地実習において実際の香

護実践のダイナミズムの中で体験して学んだ看護を基に､更に必要衣

知識を学ぶというような繰り返しの学習方法が必琴である｡

○このような学智方法を通して､保健師 ･助産師 .看護師として活動す

る様々な場において､対象者の健康の状態や生活の状況に応じた看護
が実践できる能力が育成される｡

○卒業時の到達目標は､ある状況に対処する､あるいは問題を解決する

ことができる状態を衷している｡その達成には､領域横断的に知識を

組み合わせて活用することが必要であるため､領域横断的な講義 ･演

習 .実哲を行うことも必要である｡特に演習は知識の教授だrlではな

く､思考を通して知和を統合し､それを表現する能力を培う教育方汰

であるため､講義や実習との関連を考え､効果的に演習を位置つけ香

ことが必要である｡

○現在､助産師 ･看護師教育の臨地実習においては､侵襲を伴う行為香

体験することが難しくなっている.その一方で､現接では医療の高度

化により､助産師や看護師に侵鍵を伴う行為の実施が求められるよラ

になってきている｡こうした侵頻を伴う行為を習得するためには､シ

ミュL/-ラ-の活用や状況を設定した演習を充実させることが求めら

れる｡

○卒菓時の到達目標を達成するための臨地実習のあり方として､看護の

領域毎に看護過程を中心に行う臨地実習が効果的であるかどうか検

討が必要である｡卒業時の到達白襟と臨地実習の目的の関連性や､学

ぶべき内容を明確にL/､その目的が達成できるように柔軟に実習の環

を開発し､実践的な教育を行うことが望まれる｡

○また､領域横断的な臨地実習を行う場合は､実習の目標と内容､評価

の方法を明確にする必要がある｡
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2)教育効果を上げる徳地臭翌の指導休制

○臨地奏習における指導体制については､学生が豊かに学ぶために改善

すべき多くの課題がある.看護を必要とする人々の心身の状態とそれ

に対する看護の必要性の判断など､臨地で日の当たりにする事象に塞

づいて深い思考を伴いながら学べるようにするには､教員と実習指響

者の連携が重要である｡そのためには､講義と実習指導を両方担って

いる薫成所の教員については増員に向けて検討すべきであり､臨地実

習を担っている実習溜導教員については必要な人数の確保と資質の

向上が求められる｡

○現在は､講義を受けた後に奏習を行うという演絹的な学習方法が多い

が､実哲における看護実践の程験から学習課題を明確にし､問茂解決

駒に学習 していく帰納的Tj:方法も思考力や判断力を善うために必要

な学習方法である.このような帰納的な方法で実習を指導する場合は､

専任の教員､実習指導教員及び実習指導者には､個々の学生の体験を

教材化する能力が一層求められることr=なる.

3)教育方法等の評価

○教育の質の向上のためには､教員一人-人が自己の教育実践を評価す

ることが重要であるが､さらに組織的一かつ定期的に全休的な教育の内

容及び方法について評価を行うことが必要である｡

○学校評価については､平成 19年に自己評価及び結果の公表が義務化

されており 1Jl)､大学においては平成 11年の義務化以降､自己点検 ･

自己評価垢栗を公表している 岬｡集成所においてもこの長うな評価

を一層推進することが必要でおる｡

4.今後の課題
○近年､知識習得から能力獲得へと｢学習｣の概念が変化しできている｡

本検討会においても､保健師 .助産師 ･看護師教育において培う能力

を明らかにし､卒業時の到達目標として示した｡これらの能力は､学

生の実践において､知和.思考･行動の統合を適して発揮されるため､

単に学生の知識の保有量で評価で竜るものではない｡保健師 ･助産

師 .看護師教育を担う教員､実習指導者等を始めとする関係者には､

141｢学校教育法施行規則等の一部を改正する省令｣(平成19年10月30日付け文
部科学省令菓34等).
151平成11年の大学設狂基準の改正により東洋化され､平成14年以降は学校教育
玩第109条において渦度されている｡
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学生の能力を評価する方法を開発し研鎌することが求められる｡

○今後は保健師 ･助産師 .看護師に求められる実践能力と卒業時の到達

目標置踏まえて､教育内容を構成することが望まれる｡看護師等東成

機関におけるカリキュラム作成に当たっては教員には柔軟な思考が

求められる｡

○平成 8年の指定規則の改正において単位制が導入された.保健師 ･助

産師 ･看護師養成所における単位の計算方法については､大学設置塞

準 181に準ずることとし､1単位の授業科目を45時間の学修を必要

とする内容をもって構成することを標準とした｡1単位の授業嘩間数

については､授業の方法に応じて､当該授業による教育効果.授業時

間外に必要な学修等を考慮して､講義及び演習については15′-30

時間､実技､棄習及び実技については 30時間から.45時間の範囲で

定めることとしてい句｡なお､臨地実習は1単位 45時間の実習をち .

って構成することとしている｡

現行の指導要領の別表1､2及び∈=こは単位数と緒時間数が併記さ

れている｡教員は､卒業時の到達目標の達成に向けて学生が取り組む

べき抹題などを考慮しつつ､責任を持って単位数と各単位当たりの時

間数を設定することが望ましいことから､総時間数を併記することの

是非については検討を続ける必要がある｡

○臨地実習の充実のためには､現行a)規定にある教員数では十分な指導

を行うことが歯難であるため､教員が責任を持って臨地で指導を行え

るように､教員と実習指導者の役割を見直すとともに､その役割に見

合った教員数､夷習指導者教の確保 ･配置を検討する必要がある.

0学生の乗践能力を高めるためにも臨地実習の指導体制の充実は重要

である｡現在､実習指導教員を置<ことが望ましいとされているが､

実習指導教員の賞巣の向上を図る機会を設けることも検討する必要

がある｡

○教育の質の向上のためには､自己点検 ･自己評価にととまらず第三香

評価の導入も進め､客観的に自校の教育を見直していくことが必要で

ある.

本報告書及び ｢看護教育の内容と方法に関する検討会第-次報告Jに

おいて､今後の看護教育を充実する方向性が示されたところであり､こ

16)大学放置基準(昭和31年10月22日文部科学省令第28号.環縫改正平成21
年文部科学省令34号).
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の報告により､看護教育の軍の向上がTgられることを期待したい｡
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看護師に求められる実践能力と卒業時の到達El標 (莱)

音吐師の実践能力 構成要素 卒業時の到達El標

J群 A 対象の理解 1

2

8

ての説明尭任 4

56

C 栴理鍋な看汲実践 7.
ヒューマンケアの基本的なgE力 8

9

10

ll

l1218

1415

廿能力 E アセスメント 16性泉状態のアセスメントに必要な嘗頓的 .主現的Tr頭を収集する

17

F 計画 18詣 対象者及び≠-ムメンバーと協力しなが$l実駒 能な著現計画を立案する

G 爽施 202122

2324

H 押価 2526

)健康の保持..増進､疾病の予防 ■ 27

282930

17

Ⅱ群 .健康の扶持増進.疾病の予防.鍵康の能力 J急激在良康状感の変看護 3皇

33

34-35東急竜郷 状敬や治療を沌まえ､葛篭の底先頃也を軸 する

36

37

38

39

■対象への育護 404142

対象者及び家族が健EG坪害を受容L,てい<過由を支援する

43必要な治療駅東を生活の中に取り.入れられるよう支規する (患者教育)

44

4546

の幸議 474849

. Ⅳ群ケア環境とチーム捧能力 5051

重訂と■務 52する

5354モ㌍師が妻fEL'rC仕事について様々な側面から他者を支援することを珪廃すること券Zg対象する

o 安全なケア環境の確保 55

56リスク .Vlネrgメントの方矧こついて埋牌する

57
58

59

P保亀.医療 t福祉 .職種との協働 6061
62知皮革をとりま<チームメンJト 潮で報告 .連招 .楯軌等を行う

53*

り 8566

676869

の牢3131



JV辞し続ける基本船力 R椎続的な学習 70看護実践における自らの抹矧こ取り組むことの王声性を理解する .

71

72る



看護師等養成所の運営に関する指導要領 別表3
看都 市教育の基太的考え方､留憲点等 改正案

教育の基本的考え方

1)人間を畠侍的 .精神的 ･社会的に統合された存在として幅広く理解し､看護師としての人間関係を形

成する青巨力を蓋う｡

2)書鵠師としての責務を自覚し､倫理に基ついた看護を実践する基礎的能力を糞う｡

3)科学的根拠に基づき､看護を計画的に乗践する基礎的能力を養う｡

4)健康の保持増進､疾病の予防､健康の回復に関わる看護を､健康の状態やその変化に応じて実践す尋

基礎的能力を舞うg

5)保健 ･医療 ･福祉システムにおける自らの役割及び他職種の役割を理解し､他職種と連携 ･協働する

基礎的能力を養う｡

6)専門職楽人として､最新知識 .技術を自ら学び続ける基礎的能力を襲う｡

教育内昏 単由教 留意点

塞礎 科学的思考の基盤 Ⅰ 13 ｢専門基礎分野｣.及び ｢専門分野Jの基掻となる科目を頭定し､盟

野

人間と紅会を幅広く理僻出来る内容とL,､家族論､人間関係論､r

ものとする.

職務の特性に鑑み､人権の重要性について十分理解させ､^権

小 計 13

専門 人体の構造と横熊 )15.6 人体を系統得てて垂解L'､健康 .疾病 .障害に関する観察力､

基 判断力を強化するため＼解剖生理学､生化学､栄鼓学､薬理学､

礎 促進

分

野

小 計 21

+■門 基礎宥謹学･臨地実習基礎看護学 .103 3 専門分野Ⅰ.では.､各看護車及び在宅看護革の基盤となる基硬的

分 理論や基噂的技術を学ぶため､看護学概臥 看護技弧 臨床看

野 護総論を含む内容とし､演習を強化した内包とする.

Ⅰ コミュニケーション､ブイジ力.)L,アセスメントを憩ルする内容

とする○

事例等に対して､葛津技術を適用する方法の基礎を学ぶ内容とする.

看創 面として倫理的な判断をするための基礎的能力を襲う内容

とする.

小 計 う3

専門 成人看護学-老年看護学小唄看諌学母性看護学精神看護学疏地実習成人看護学老年芦護挙小児看諌学母性菅坪学精神毒筆学 6444416､64.222

分 を観る内容とする.

野

Ⅱ する｡.

成長発箪段階を深く理解し､様々な慢康状略にある人々及び

様々な蟻で看護を必要とする人々1に対する看護の方法を学ぶ内

容とする.

ぴつけて理解できる能力を襲う実習とする.

チ-ムの-員としての役割を学LS;実習とする.
保健医療福祉分野との連携､協働を通して､看護を実践する実

習とする.



疏 在宅看護論臨地臭習 4 ■44 在宅看護論では地域で生活しながら療薫する人々とその家族を理解L,地域での壱譲の基礎を学ぶ内由とする.

分

野

種と協働する中での看護の役割を理解する内容とする○

地域での縫末期音溝に関する内容も含むものとする. L

チ-.ム医療及び他職種との協由の中で､看護師としてのメンバ

医療安全の基礎的知識を含む内容とする.

容とする,

国際社会において､広い視野に基づき､壱捷師として諸外国と

の協力を考え季内容とす尋.

宅建技術の組合的在野価をfi.う内容とするq

在宅看護論 2 訪問看護に加え､地域における多様な場で実箸を行うことが望

畠護の統合と実践 2 ましい.専門分野での実習を踏まえ､実Xに即した実習を行う○

-勤務帯を適したま習を行う.

小 計 12
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r看護教育の内容 と方法に関する検討会｣メンバ一

双Oは座長 敬称略 (五十音順)

阿真 京子 ｢知ろうtJJ､児医療 守ろう(.子ども達｣の会代表

池酉 静江 京都中央看護保健専門学校副校長

太田 秀樹 おやま城北クリニック院長

岡本 玲子 全国保健師教育機関協諌会副会長

岸本 茂子 倉敷看護専門学校副校長

草間 朋子 大分県立看護科学大学学長

○小山 最理子 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部看護学科教授

島田 啓子 全国助産師教育協簸会理事

末永 裕之 日本病院会副会長

(宮崎 忠昭 長野赤十字病院名誉院長 ※第4回まで)

舘 昭 桜美林大学大学院大学アドミニスルーシヨン研究科研究科長

千葉 はるみ 社団法人全国社会保険協会連合会看護部長

中山 洋子 福島県立医科大学看護学部教授

.菱沼 典子 聖路加看護大学看護学部学部長

藤川 謙二 日本医師会常任理事

(羽生田 俊 日本医師会常任理事 米第4回まで)

三浦 昭子 日本看護学校協議会副会長

山内 豊明 名古屋大学医学部基礎看護学講座教授

山路 恵夫 白梅学園大草子ども学部家族 ･地域支援学科教授

山田 京子 浅草医師会立訪問看護ステーション所長

和田 ちひろ いいなステーション代表
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r看護師教育ワーキンググループJメン/ド

※Oは座長 敬称略 (五十音旗)

池西 静江 京都中央看護保健専門学校副校長

小塚 ますみ 愛知県立桃陵高等学校教頭

(藤井 悦子 広島県立広島皆実高等学校教頭 ※第5回まで)

○小山 真理子 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部看護学科教授

千葉 はるみ 社団法人全国社会保険協会連合会看護部長 ＼

鶴田 憲子 El本赤十字看護大学看護学部教授

野嶋 佐由美 高知女子大学看護学部学部長

三浦 昭子 日本看護学校協議会副会長

三妙 律子 東京都立広尾看護専門学校校長

山内 豊明 名古屋大学医学部基種看護学講座教授

山田 京子 浅草医師会立訪問看護ステーション所長
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全日本病院協会 病院のあり方委員会
「病院のあり方に関する報告書 ２００７年版」の提言

病床区分 病棟区分とその機能

一般病床

高度医療病棟 先端医療など医療密度の極めて高い医療の提供

急性期病棟 一般的な急性疾患、外科的処置を要する疾患患者の受入

地域一般病棟
地域における軽度～中等度の急性疾患患者の受入
急性期病棟からの亜急性期患者の受入
地域の在宅医療・介護保険施設等のネットワーク支援

回復期リハ病棟 リハビリに特化した専門病棟

療養病床
療養病棟 医療密度の高い長期療養患者の受入

 医療従事者不足が指摘される現状あるいは中小病院が多い日本の医療提供体制の現状を踏まえると、
医療安全と効率性確保の観点から、主に医療度にあわせた人的資源の集中化を図るべきであり、病期
別の機能分化が適当である

 全日病は、一般病床と療養病床それぞれの医療提供内容を再検討し、地域特性も考慮した柔軟な
病床運営を可能とする制度の再設計をすべきとの考えに立ち、各病期別機能分化を重視した以下の
提言を行う

西澤委員提出資料
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四病院団体協議会で提唱する「地域一般病棟」の医療連携

地域一般病棟

地域住民 在宅患者 介護保険施設

地域（二次医療圏）基幹病院
救命救急センター

高度な急性期医療・救急医療を要
する患者を紹介

・亜急性期患者（リハビリテーション、
引き続き入院）の受け入れ
・高度でないが、入院を要する救急
患者の受け入れ

地域（一次医療圏・生活圏）における
軽度～中等度の急性期医療

医療療養病床
2



日本病院団体協議会の提言
「医療・介護提供体制および診療報酬体系のあり方について」（平成20年12月）より

 入院医療については、下記のように病棟単位で機能分化されることが望ましい。

・ 高度機能病棟 － 稀な疾患の診療や先進医療（遺伝子治療、特殊な癌治療など）を

診療する病棟で、対象疾患を十分調査した上で認定

・ 急性期病棟 － 技術が確立された手術、重症度の高い患者などに対応できる病棟

・ 地域一般病棟 － 軽～中等度の急性期疾患に対応するとともに、急性期病棟から引き

続き入院医療やリハビリテーションを要する患者を受け入れる病棟

・ 回復期リハビリテーション病棟 － リハビリテーションに特化した病棟

・ 慢性期病棟 － 主として急性期病棟や地域一般病棟等からの、医療必要度の高い

長期入院患者に対応する病棟

 複数の病棟を持つ病院は、それぞれの地域における医療提供体制の整備

状況等を踏まえ、様々な組み合わせを可能とする。

（例）高度機能病棟＋急性期病棟

急性期病棟＋地域一般病棟

地域一般病棟＋回復期リハビリテーション病棟＋慢性期病棟

3
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